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内容梗概 
 

 本論文は，著者が大阪大学大学院工学研究科電気電子情報工学専攻在学中に行っ

たコグニティブ無線による異種無線システム統合制御に関する研究成果をまとめたもので

ある． 

 

 第１章では，本研究の背景となる研究分野に関して現状と問題点を述べ，本研究の位

置づけを明確化する． 

 

 第２章では，まずヘテロジニアスネットワークにおける異種無線システム統合の意義を明

確化する．次に異種無線システムが導入されている空間において各無線システムの伝送

容量をどのように把握し，またどのように異なる無線システムの無線リソースを統合的に制

御すべきかについて議論することにより，異種無線システム統合制御に向けた課題を明確

にする． 

 

 第３章では，異種無線システムが導入されている空間における各無線システムの伝送容

量の把握方法として，コグニティブ無線を活用した無線環境認識技術を提案する．提案

方式では複数の無線通信システムの接続可能性と期待される伝送容量を無線環境と規

定し，コグニティブ無線の考え方に基づいて，基地局あるいはアクセスポイント側で受信さ

れる端末からの受信信号強度による無線環境認識を行っている．また計算機シミュレーシ

ョン及びWiMAXと無線 LANで構成される基本実験機の屋内実験結果により，提案方式

の有効性を明らかにする． 

 

 第４章では，ヘテロジニアスネットワークにおける異種無線システム統合を実現するため

のリソース制御方式を提案する．提案方式では，アプリケーションに対する要求 QoS など

を考慮した個々のユーザの通信品質向上とヘテロジニアスネットワークの伝送容量増大

化の観点に基づきリソース利用率の平準化を図ることを特徴とする．さらにこの提案方式

を実現するための高速システム切替プラットフォームを構築し，計算機シミュレーション及

び WiMAX と無線 LAN で構成される基本実験機の屋内実験結果により，提案方式の有

効性を明らかにする． 

 



 第５章では，第 3章及び第 4章で提案したリソース制御方式及び高速システム切替プラ

ットフォームの商用ネットワーク構成での動作検証を目的とし，商用携帯電話システムのシ

ステム構成及びネットワーク構成を踏襲してプラットフォームを構築する際の課題を明確に

する．また，同一無線事業者によってヘテロジニアスネットワークが構築されることを想定し， 

WiMAX，無線 LAN，携帯電話のアクセスポイントを実装した実験機を構築し，実験機を

用いた屋外実験結果により，提案方式は実伝搬路環境でも有効に動作することを明らか

にする． 

 

 第６章は，本論文の結論であり，本研究で得られた結果の総括を行う． 
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第1章  
 

序論 
 

 

 

 

 

 近年インターネットにおいてはウェブ閲覧や電子メールといった従来の利用方法に加え

て，金融取引や映像・音楽の視聴や配信等のリッチコンテンツまで幅広く利用されるように

なるなどトラフィックが急速に増大している．無線通信システムにおいても今後大容量コン

テンツを用いた多様なサービスの提供が行われると見込まれており，情報通信審議会 情

報通信技術分科会 携帯電話等周波数有効利用方策委員会によれば 3.9 世代無線シス

テムのサービスにおけるトラフィックは 2007年に対して 2017年では約 200倍に増大すると

試算している [1, 2]． 

 携帯電話の歴史を振り返ると，無線システムにおいて増大するトラフィックを収容すべく

1979年に開始された第 1世代の自動車電話サービス以降，1993年に導入された第 2世

代の携帯電話サービスでは 28.8 kbps，2001 年に導入された第 3 世代では 384 kbps，

2003年に導入された第 3.5世代では 2.4 Mbps と，新世代のシステムの導入に伴い，周波

数利用効率を向上させつつ最大伝送速度の向上を図ることでトラフィックの収容能力とユ

ーザの伝送速度向上が行われてきた．今後もこの方向性は変わらないが，加速する最大

伝送速度の向上とそれに伴うトラフィック量の増大に対応するべくその都度大規模な設備

投資をして世代交代してきた従来の進め方は，世代交代までの期間が世代を追う毎に短

縮している現状では，設備投資の回収期間も考慮すると今後ますます困難となる．また都

市部の密集地域におけるトラフィック量と郊外におけるトラフィック量が異なるにも関わらず，

郊外において都市部と同じサービスが提供可能な装置を導入することは設備投資効率の

観点からも見合わなくなってきている．そこで第 3 世代以降は，設備投資する際，汎用性

の高いハードウェア装置にソフトウェアでアップグレード可能なソフトウェアを組み合わせて

動作するソフトウェア無線構成の装置を各無線装置として採用し，ユーザが密集している
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地域では最新の仕様の導入によるトラフィック収容能力とユーザの伝送速度向上を図ると

同時に，ユーザがあまり密集していない地域では世代更新の速度を鈍化させることで設

備投資に伴う負担を軽減するなど，仕様の異なるシステムの混在を許容する形態でシステ

ムを運用する方針に変わりつつある． 

 また今日 WiMAX (Worldwide Interoperability for Microwave Access) [3-6] や無線

LAN (Local Area Network) に代表される，携帯電話とは異なる無線ブロードバンドシステ

ムが，場所によっては携帯電話システムの代替として活用されることも可能になりつつある．

そこで，携帯電話のみの単一システムによる全国展開ではなく，場所によっては異なる事

業者で運用される異種システムを併用するアプローチを取ることで設備投資を低減しつつ，

それぞれの場所に応じてユーザの満足するサービスを提供することも検討されている．こ

れらの無線システムを取り巻く状況を踏まえると，将来の無線システムは，加速するトラフィ

ック量の増大と場所によるトラフィックの偏在化の両方に対応するために，マイグレーション

に伴う複数世代や複数仕様の携帯電話システムの併用に加えて WiMAX や無線 LAN

などの異種無線システムを併用するヘテロジニアスネットワークとして運用していく必要が

ある． 

 ここでヘテロジニアスネットワークに関するこれまでの研究を振り返ると，マルチモード端

末の使用による携帯電話システムと無線 LAN 間でのハンドオーバ，複数無線システムが

使用可能な環境におけるユーザの嗜好に応じた無線システムの選択制御など，端末主導

で行う技術の研究が行われてきた．一方で，端末側に対向するネットワーク側の視点に立

つと，ネットワーク側では各ユーザがどの無線システムを利用可能か，またどの程度の伝

送容量が実現可能かなどを把握することができ，さらにこれらの情報を統合して扱うことに

より，ヘテロジニアスネットワークにおけるトラフィック分布も把握することが可能である．し

たがって，トラフィックの時間的変動や空間的偏在化に対処する課題の解決には，端末主

導の制御より，ネットワーク主導の制御の方がより効果的であると考える．そこでヘテロジニ

アスネットワークを，複数の無線システムが互いに接続されている一つのネットワークと見

なし，すべてのユーザの接続先であるネットワーク側の視点で捉え直してみる． 

 まずヘテロジニアスネットワーク全体の伝送容量に注目すると，ヘテロジニアスネットワー

クを構成する複数の無線システムのサービスエリアはそれぞれ異なることから，ヘテロジニ

アスネットワークは空間によって伝送容量が異なる無線ネットワークである．またヘテロジニ

アスネットワークでは，単一の無線システムにおいて無線リソースとして扱われてきた周波

数や時間，電力等に加えて，空間的に偏在する，無線システムの切替制御も無線リソース

制御の一部とみなすことができる．また，無線システムの切替をも含むヘテロジニアスネッ

トワークの無線リソース制御によって，増大するトラフィックの無線システム間での分散化，

あるいはヘテロジニアスネットワークの空間内で局所的に発生する異常トラフィックへの対



第 1章 序論 

 3 

処なども期待できる．さらに無線システムの切替制御にとどまらず，これら複数の無線シス

テムが同時に利用可能な環境において，一部のユーザに対して，複数の無線システムの

リソースを配分することで個々のユーザの無線回線の伝送速度向上やシステムダイバシ

チによる無線回線の安定化を図るなど，ヘテロジニアスネットワーク全体の無線リソースの

統合的制御に基づいてサービスを一層向上させる可能性もある．そこで本研究では，ネッ

トワーク主導で複数の無線システムの無線リソースを統合的に制御する異種無線システム

統合制御を提案する． 

 異種無線システム統合制御を実現する上での課題としては，まずヘテロジニアスネットワ

ークにおける伝送容量を把握するため，異種無線システムが導入されている空間におけ

る無線環境を認識する必要がある．ヘテロジニアスネットワークにおける無線環境の認識

は，その空間において使用可能な無線システムとその受信信号強度を検知することと等

価であり，この方法としてコグニティブ無線が有効である．コグニティブ無線は対象となる

無線周波数をセンシングすることで通信可能な空き無線周波数を認識し，その情報に基

づき通信を行う方式であり，現在精力的に研究が行われている．このコグニティブ無線に

おけるセンシングの対象を単なる無線周波数の使用状況の検出ではなく，利用可能な無

線システムをも含めた検出と捉え，これを活用することでヘテロジニアスネットワークにおけ

る各空間の無線環境を正しく認識することが可能となる． 

 次にヘテロジニアスネットワークにおいて各ユーザが利用可能な伝送容量を各ユーザの

無線リソースと定義する時，システムに接続されている全ユーザの無線リソースを把握した

上で，ネットワーク主導の統合的制御に基づき，各ユーザに無線リソースを配分するため

のプラットフォームが必要である．ここでヘテロジニアスネットワークにおいて，一部の無線

通信システムに負荷が集中すると，各ユーザの無線システムの選択肢を減らすことになり，

システム選択による柔軟な無線リソース制御という無線リソースの統合的制御の利点が損

なわれることになるため，無線リソース統合制御の基本はシステム間でロードバランスを図

ることにあると言える．ロードバランスを図る際，システム間の負荷を分散化するだけでは，

多種多様なアプリケーションを利用するユーザに満足のいく通信品質での通信を提供で

きるとは限らないため，それぞれの空間における伝送容量増大化と共にいかに多くのユー

ザの要求を満たせるかという観点に基づく，システム間の利用効率の平準化が重要となる．

そこでユーザアプリケーションの QoS (Quality of Service) をネットワーク側で把握し，この

情報を考慮してロードバランスを実現する方法を提案する．さらに，時間と共に変動する

無線リソースの状況に応じた制御を実現するためには，プラットフォームにおいて，ネットワ

ーク主導の高速なシステム切替機能が必須であり，また，ユーザのアプリケーション利用

の観点からは，このシステム切替をユーザに意識させないで済むようにしなければならな

い．そこで，複数の無線システムを切り替えるためのスイッチをネットワーク側に新規に配
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置し，異種無線システム間の切替をネットワーク層で実装すると共に，無線システム切替ス

イッチのルーティングテーブルにヘテロジニアスネットワークにおける制御内容を反映させ

ることによりネットワーク主導で高速切替制御することを提案する． 

 さらにこの提案プラットフォームの有効性を確認するため携帯電話システムと WiMAX と

無線 LAN の三システムを実装した実験機を構築し，実環境における振る舞いを明らかに

する． 

 以上，ヘテロジニアスネットワークにおける無線リソース制御の実現に向けて，空間によ

って異なる伝送容量をもつヘテロジニアスネットワークの伝送容量増大化制御をキーワー

ドとし，本論文ではコグニティブ無線による異種無線システム統合制御方式の提案及び特

性解析を行い，その有効性を明らかにする． 

 

 本論文の構成を以下に示す． 

 

 まず第 2章では，ヘテロジニアスネットワークにおける異種無線システム統合の意義を明

確化する．次に異種無線システムが導入されている空間における各無線システムの伝送

容量をどのように把握し，またどのように異なる無線システムの無線リソースを統合的に制

御すべきかについて議論することにより，異種無線システム統合制御に向けた課題を明確

にする． 

 

 第 3章では，異種無線システムが導入されている空間における各無線システムの伝送容

量の把握方法として，コグニティブ無線を活用した無線環境認識技術を提案する．提案

方式では複数の無線通信システムの接続可能性と期待される伝送容量を無線環境と規

定し，コグニティブ無線の考え方に基づいて，基地局あるいはアクセスポイント側で受信さ

れる端末からの受信信号強度による無線環境認識を行っている．また計算機シミュレーシ

ョン及び WiMAX と無線 LAN により構成される基本実験機の屋内実験結果により，提案

方式の有効性を明らかにする． 

[本論文に関する原著論文: A1, B1, C4, C7, D1] 

 

 第 4章では，ヘテロジニアスネットワークにおける異種無線システム統合を実現するため

のリソース制御方式を提案する．提案方式では，アプリケーションに対する要求 QoS など

を考慮した個々のユーザの通信品質向上と伝送容量増大の観点に基づき，リソース利用

率の平準化を図ることを特徴とする．さらにこの提案方式を実現するための高速システム

切替プラットフォームを構築し，計算機シミュレーション及びWiMAXと無線LANで構成さ

れる基本実験機の屋内実験結果により，提案方式の有効性を明らかにする． 
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[本論文に関する原著論文: A2, B2, C2, C5, C7, C8, D3, D4] 

 

 第 5章では，第 3章及び第 4章で提案した方式及び高速システム切替プラットフォーム

の商用ネットワーク構成での動作検証を目的とし，商用携帯電話システムのシステム構成

及びネットワーク構成を踏襲してプラットフォームを構築する際の課題を明確にする．また，

同一無線事業者によってヘテロジニアスネットワークが構築されることを想定し，WiMAX，

無線 LAN，携帯電話のアクセスポイントを実装した実験機を構築し，実験機を用いた屋外

実験結果により，提案方式は実伝搬路環境でも有効に動作することを明らかにする． 

[本論文に関する原著論文: B3, C1, C3, C6, D2, D5] 

 

 最後に第 6章では，本論文の結論として，本研究で得られた結果の総括を行う． 
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 7 

 

 

第2章  
 

ヘテロジニアスネットワークにおける異種

無線システム統合制御 
 

 

 

 

 

2.1 緒言 
 

 第 1 章で述べた通り，将来の無線システムにおいて，加速するトラフィック量の増大と場

所によるトラフィックの偏在化の両方に対応するためには，システムのマイグレーションに

伴う複数世代や複数仕様の携帯電話システムの併用に加えて WiMAXや無線LANなど

の異種無線システムを併用するヘテロジニアスネットワークによる運用が必要となる．ヘテ

ロジニアスネットワークに関する研究は従来よりなされているが，それらの多くは端末主導

でアクセス可能なネットワークを適宜選択する技術の研究であった．一方で，端末側に対

向するネットワーク側の視点に立つと，ネットワーク側では各ユーザがどの無線システムを

利用可能か，またどの程度の伝送容量が実現可能かなどを把握することができ，さらにこ

れらの情報を統合して扱うことによりトラフィック分布も把握可能であることから，トラフィック

の時間的変動や空間的偏在化に対処する課題の解決には，端末主導の制御より，ネット

ワーク主導の制御の方がより効果的であると考える． 

 そこで本章では，ヘテロジニアスネットワークに関するこれまでの研究をネットワーク側の

視点で精査することで，異種無線システム統合制御の意義を明確にする．また，異種無線

システムが導入されている空間における各無線システムの伝送容量をどのように把握し，

どのように複数の無線システムの無線リソースを統合的に制御すべきかについて議論する

ことにより，異種無線システム統合制御に向けた課題を明確化する． 
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2.2 異種無線システム制御例とその位置づけ 

2.2.1 MIRAIアーキテクチャ 
 ヘテロジニアスネットワークに関する研究の一つとして，ネットワーク内のラスト 1 ホップで

ある無線アクセスの部分に注目し，複数無線システムが使用可能な環境におけるユーザ

の嗜好に応じた無線システムの選択を支援するものに MIRAI (Multimedia Integrated 

Network by Radio Access Innovation) プロジェクトがある [7-9]．図 2.1に本プロジェクトに

おいて採用されたシステム構成を示す． 

 同図に示されるように，MIRAIプロジェクトにおけるシステムは，端末 (Mobile Host)，無

線アクセスネットワーク (RAN: Radio Access Network), 共通コアネットワーク (CCN: 

Common Core Network), 及び外部ネットワーク (External Network) の四つのブロックか

ら構成される．外部ネットワークの中に通信相手が存在する場合には，ゲートウェイルータ 

(GR: Gateway Router) を介して CCN と外部ネットワークが接続される．また CCNは基地

局インタフェース (Base Station Interface) を介して各 RANに接続されている．CCN内に

は，複数の RAN のリソースを統合制御するためのリソースマネージャ  (Resource 

Manager) と端末の移動を管理する移動マネージャ (Mobility Manager) が設けられてお

り，これらによって，各端末に対して接続可能な無線システムに関する情報が作成される． 

 RANとしては，トラフィック通信用の RANの他に，端末に対して CCNで作成された接続

可能な無線システムの情報の通知を目的とした，基本アクセスネットワーク (BAN: Basic 

Access Network) と呼ばれる独立した RANが設けられている． 

 トラフィック通信用の RAN 内に存在する BS ではネットワークインタフェース  (NI: 

Network Interface) を介して端末との間の無線リンクが確立される．一方 BANでは，基本

アクセスコンポーネント (BAC: Basic Access Component) を介して，利用可能な無線シス

テムの情報が端末に報知される． 

 端末においては，ローカルリソースマネージャ (LRM: Local Resource Manager) とネット

ワーク選択機能 (NS: Network Selector) により，BAN を介して得られた情報や，位置情

報を提供するロケータ (LOC: Locator) の情報に基づいて，RAN の選択が行われる．な

お，端末に設けられている，トラフィック通信用のRANに接続するNIが一つである理由は，

端末をソフトウェア無線技術 [10-20] で実現することを前提としており，選択された RAN

で通信できるように端末の機能が再構築可能であると仮定しているためである． 
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図  2.1 MIRAI アーキテクチャ  

 

 MIRAI プロジェクトのシステム構成において注目すべき点は，ネットワーク側に BAN を

設けていること，及び，端末に NSがあることである．すなわち，端末は BAN を介した通信

により，アクセス可能なRANの情報を容易に入手でき，またこの情報を用いて異種無線シ

ステム間の切替を端末主導で行うことにより，ユーザの移動に伴うシームレスなシステム間

ハンドオーバ (垂直ハンドオーバ) を実現している．しかしながら，このシステム構成では，

BANを介して得られるアクセス可能なRANの情報はネットワーク側のトラフィック状況に応

じたものではなく，また，NS もネットワーク側の状況に応じた無線システム選択機能にはな

っていない．したがって本システム構成はヘテロジニアスネットワークにおいて加速するト

ラフィック量の増大や場所によるトラフィック偏在化には対処できない． 
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2.2.2 CWC (Cognitive Wireless Clouds)  
 

 

図  2.2 Cognitive Wireless Cloudsの概念  

 

 MIRAIプロジェクトにおいては，端末のみで無線システムの選択が判断され，また，その

判断はネットワーク側のトラフィック状況に応じたものではないため，ネットワーク側と端末

側との連携が疎である．この点を補うためネットワーク側と端末側で互いに連携する機能を

設け，ネットワーク側のトラフィック状況等に応じて最適な無線システムの選択をめざした

ヘテロジニアスネットワークに関する研究の一つに CWC (Cognitive Wireless Clouds) が

ある [21-26]． 

 CWC においては，利用可能な様々な無線システムを活用し，アプリケーションによって

は複数の無線システムを同時に活用することも視野に入れたものであり，端末が高速に移

動している環境でも，利用可能な RAN を適宜選択しながらシームレスに切り替える，ある

いは，場合によっては同時に利用することを可能としている点が特徴である．このような複

雑なRANの切替を高速に行うためには，ネットワーク側と端末側との間で様々な情報を交

換する必要がある．図 2.2 にこれらを踏まえた CWC の概念を，図 2.3 に CWC のシステ

ム構成を示す． 
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図  2.3 Cognitive Wireless Cloudsのシステム構成  

 

 図 2.2 に示す通り，CWC では，コグニティブネットワークマネージャ (CNM: Cognitive 

Network Manager) が複数のネットワークの情報を管理し，コグニティブ端末マネージャ 

(CTM: Cognitive Terminal Manager) が端末側の情報を管理し，これらの間で情報を交換

することにより，端末において自律分散的に最適なネットワークを選択している [24, 25]．

また図 2.3に示す通り，RANの特性を制御する RSM (RAN Static Manager) が RAN内

の無線リソースの状況を把握し，LCNM (Local Cognitive Network Manager) が RSMから

の情報を用いて，電波の型式に関する情報や，選択すべき無線システム候補の情報を端

末に通知する． 

 このシステム構成において注目すべき点は三つある．一つ目はネットワーク側をヘテロ

ジニアス無線ネットワークの名の下に一つの集合体として扱い，これらを制御する機能とし

て CNM を配置している点，二つ目はネットワーク側において RAN内の無線リソースの状

況を把握可能な構成としている点，三つ目は端末側とネットワーク側で互いに情報を交換

するインタフェースを備えたシステム構成を採用することにより，他のユーザや複数システ

ムの状況を考慮した制御を可能としている点である． 
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 これらのことは，最適な RAN の選択に際して，ネットワーク側のトラフィック状況を考慮し，

その端末に最適と思われるRANをCNMが提案することも可能であることを示している．し

かしながら現時点では，各端末側で自律分散的に RAN の選択を実行するユーザセントリ

ックなアプローチの研究が先行して着手されており，端末と対向するネットワーク側におけ

る制御の CNM における具体的な制御方法等については，まだ具体化されていない部分

も多い． 

 

 

2.2.3 IEEE P1900.4 
 

 ヘテロジニアスネットワークに関する国際標準化の一つとして，2007 年 2 月に発足した

IEEE (The Institute of Electrical and Electronics Engineers, Inc.) P1900.4がある [27-31]．

本標準化の目的は，複数の無線アクセス技術 (RAT: Radio Access Technologies) が存在

する環境において無線システム全体の収容能力とサービス品質を向上させるために必要

となるシステム構成，ネットワーク側，端末側それぞれに求められる機能を明確化し，それ

らの要求条件をまとめることにある．本標準化は 2009年 2月にその基本システム構成が策

定され [28]，現在は策定されたシステム構成を前提に各機能エンティティ間のインタフェ

ース及びプロトコルを規定する 1900.4.1 プロジェクトと，策定されたシステム構成を修正し

周波数共用化が可能な周波数帯における周波数共用ネットワークの実現に向けた新しい

システム構成及びインタフェースを規定する 1900.4a プロジェクトの二つが進行中である 

[27]． 

  図 2.4 に IEEE 1900.4 において策定されたシステム構成を示す．IEEE 1900.4 では

MIRAIプロジェクトにおけるシステム構成が拡張され，Radio Enabler と呼ばれる双方向の

論理的な共通シグナリングをネットワーク側と端末側で構築する点が特徴である．IEEE 

1900.4 ではこの Radio Enabler を介して，端末を制御する端末再構築マネージャ (TRM: 

Terminal Reconfiguration Manager) とネットワーク側を制御するネットワーク再構築マネー

ジャ (NRM: Network Reconfiguration Manager) との間で，ネットワークを選択，再設定す

るための様々な情報がやりとりされる． 
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図  2.4 IEEE 1900.4のシステム構成  

 

 Radio Enablerはヘテロジニアスネットワーク上にマッピングされる論理的なチャネルであ

るため，ユーザトラフィックを扱う RAN と同一の RAN (この形態を in-band と呼ぶ) で使用

することも Radio Enabler専用の RAN (この形態を out-band と呼ぶ) を使用することも可能

である．2.2.1 節で述べた MIRAI プロジェクトのシステム構成における BAN は Radio 

Enabler専用の RAN で，かつ，ネットワーク側から端末側への単一方向の通信をサポート

する RANである，と位置づけられる． 

 また本標準化におけるシステム構成は，その概念設計の段階から，2.2.2 節で述べた

CWC において提案された概念を採用して標準化作業が行われており，CWC におけるコ

グニティブ端末マネージャが本標準化における TRM，コグニティブネットワークマネージャ

が本標準化における NRM に対応するなど，CWC との親和性は高い．ただし，NRM は，

事業者による無線周波数の運用ポリシーに関わるエンティティである OSM (Operator 

Spectrum Manager) とのインタフェースをもち，無線周波数のより効率的な運用の実現に

向け，OSM から出された基本運用ポリシーに基づき各無線システムが使用する無線周波

数及びその具体的な運用方法を変更可能な機能をもっている．さらにNRMが決定した具

体的な運用方法の情報を OSM にフィードバックする機能を有し，事業者に割り当てられ

た無線周波数のより柔軟な運用を可能としている．この点において NRM は，事業者によ

って一意に定められた無線周波数の基本運用ポリシーの下での動作を想定した CWC ア

ーキテクチャのコグニティブネットワークマネージャとは異なる． 

 さて，IEEE 1900.4では三つの運用形態を規定しているが，その中でヘテロジニアスネッ

トワークの統合制御に最も関連の深いものとして，DRRUO (Distributed Radio Resource  
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図  2.5 IEEE 1900.4における DRRUO Use Case 

 

Usage Optimization) がある．DRRUOは既存の RAN を対象とし，サービス品質の向上と

無線リソースの最適化をめざすものであり，運用例を図 2.5に示す． 

 図 2.5 の左側は，IEEE 1900.4におけるリソース制御を行う前の三つの周波数帯の使用

状態を示しており，端末 1 と端末 2 が事業者 B の RAN2 に接続されていることで RAN2

の周波数利用率が高い状態となっている．本標準化では，各端末が接続する RAN を変

更することにより，図 2.5 の右側に示すように各周波数の使用状況を平準化することをめ

ざしている．また DRRUO では，これを，NRM，TRM 単独で，もしくは NRM と TRM との

連携により実現するとしている．しかし IEEE 1900.4 ではこのようなシステムを具体的に実

現するための詳細規格の策定にまでは至っておらず，端末とネットワーク側が連携してヘ

テロジニアスネットワークにおけるリソース最適化をめざすというビジョンの提示にとどまっ

ている． 

 ここで IEEE 1900.4の示すビジョンは，ヘテロジニアスネットワークの概念を拡張し，使用

可能な無線周波数が状況により変化することも視野に入れた上で，ネットワーク側の情報

を活用したユーザセントリックな無線システム選択と，端末側の情報を活用したネットワー

クセントリックな無線システム選択など，ネットワーク側の視点に立った制御が可能であるこ

とを示唆している．またヘテロジニアスネットワークにおいて無線リソースの一つである無線
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周波数の基本運用ポリシーを規定するOSMが，ヘテロジニアスネットワーク全体を見渡せ

るネットワーク側に配置され，またこれが NRM とのインタフェースをもつことからも，IEEE 

1900.4はネットワーク側における制御の必要性を示していると考える． 

 

2.3 異種無線システム統合制御の要求条件 
 

 2.2.1 節で述べた MIRAI アーキテクチャはユーザの視点に立ち，BAN を介して報知さ

れる接続可能な RAN の情報や，端末内の LOC の情報に基づいて，ユーザのモビリティ

確保や通信品質向上をめざしたものであるが，ヘテロジニアスネットワーク内の各空間に

おけるトラフィック量やトラフィック偏在化に注目した制御ではないため，必ずしもそれらに

対する効果的対策技術とはなっていないと考える．一方，2.2.2節，2.2.3節で述べたCWC

及び IEEE 1900.4 はユーザの視点のみならず，トラフィック状況などネットワーク側の情報

と連携するインタフェースを定義し，ネットワークと端末の協調による異種無線システムの

統合を実現する概念を示している．ただし現段階では，ユーザ周辺の環境情報を取得し

やすい端末側の検討が先行しており，ネットワーク側における具体的な制御方法につい

ての検討はまだ十分にはなされていない．そこで本論文では，これらの概念に準拠しつつ，

ネットワーク側での制御に焦点を絞り，ヘテロジニアスネットワークを，すべてのユーザの

接続先であるネットワーク側の視点で捉え直す．  

 図 2.6 にヘテロジニアスネットワークの空間におけるシステム伝送容量の一例を示す．

図 2.6 より，ヘテロジニアスネットワークでは，空間によって使用可能な無線システムが異

なる，すなわち，空間によって伝送容量が異なる無線ネットワークが構築されていると見る

ことができる． 

 また単一の無線システムにおける無線リソース制御では周波数帯域幅や最大送信電力

などの拘束条件下で周波数，時間，送信電力等を適応的に割り当ててきたのに対して，

ネットワーク側の視点に立ったヘテロジニアスネットワークの無線リソース制御ではネットワ

ーク全体のロードバランスを考慮した上での無線システムの切替制御も無線リソース制御

の一部と捉えることで，増大するトラフィック量や場所によるトラフィック偏在化に対して，よ

り柔軟に対処できると期待される．さらに無線システムの切替制御にとどまらず，これら複

数の無線システムが同時に利用可能な環境において，一部のユーザに対して，複数の無

線システムのリソースを配分することで個々のユーザの無線回線の伝送速度向上やシス

テムダイバシチによる無線回線の安定化を図るなど，ヘテロジニアスネットワーク全体の無

線リソースの統合的制御に基づいて一層サービスを向上させる可能性もある．以上の議

論から，複数の異種無線システムの無線リソースを，個々の無線システムのチャネル状況 
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図  2.6 ヘテロジニアスネットワークにおける伝送容量  

 

やユーザ嗜好だけで制御するのではなく，ネットワーク全体での視点で統合的に扱い，各

無線システムの伝送容量やトラフィック状況なども踏まえ，ネットワーク主導で各ユーザに

対する無線リソースを制御することが，ヘテロジニアスネットワークにおいて重要であると考

える． 

 次に，ネットワーク側のどの階層でこれらの統合制御を実現するかについて検討する．

伝送容量増大化をめざすにあたり，伝送容量は無線リソースの状況に依存するため，そ

の制御は無線リソースの状況を最も把握しやすい物理層やMAC (Media Access Control) 

層に近いところで実装すべきである．一方で物理層やMAC層は無線システム毎に規定さ

れ互いに異なるものであり，ヘテロジニアスネットワークを構成する他の無線システムの状

況も考慮したリソース制御を行うためにはネットワーク層，もしくはそれよりも上位の階層で

実装せざるを得ない．一方，セッション層を中心としてこれらの統合が実現可能な SIP 

(Session Initiation Protocol) [32-37] の場合は，よりアプリケーションに近い階層での統合

制御であり，ユーザ嗜好やアプリケーションの要求を制御に反映しやすく，ユーザのモビリ

ティ確保や通信品質向上などユーザ視点での制御を実現しやすい反面，ヘテロジニアス

ネットワークにおける下位層の無線リソースの状況を常時把握するのは容易ではない．し

たがって SIP等による統合制御はヘテロジニアスネットワークによってある程度安定した回

線が提供される前提で運用されるべきであると考える． 

 トランスポート層においては異種無線システム間ハンドオーバにおいて安定した回線を

セッション層に提供すべく，通常の TCP (Transmission Control Protocol) [38] を改良した

Freeze-TCP [39] や M-TCP [40] などの技術も検討されている．しかしながら，これらの技

術はユーザと通信相手間のセッションの安定性を図るものであり，トランスポート層におい

てヘテロジニアスネットワークにおける下位層の無線リソースの状況を常時把握した上で，

ヘテロジニアスネットワーク内のすべてのユーザに対する無線システムの再配分も含めた
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リソース制御を行うことは容易ではない．さらにネットワーク主導で頻繁にシステム切替等

によるリソース再配分を行い，一部のユーザに対して複数の無線システムのリソースを同

時に用いた無線回線の伝送速度向上を図ることをも考慮すると，ヘテロジニアスネットワー

クを構成する異種無線システムが互いに接続されているネットワーク層で統合することが

望ましいと考える． 

 したがって，ヘテロジニアスネットワークにおける統合制御における要求条件として以下

の三つがあると言える． 

 

 (1) 無線システムも無線リソースの一部と捉え，システムに接続している全ユーザ

の無線リソースを把握した上で，ネットワーク主導で各ユーザへの無線リソース配

分が可能であること 

 (2) 空間によって異なるヘテロジニアスネットワークの伝送容量増大に向けた制御

が可能であること 

 (3) ネットワーク主導の統合制御をネットワーク層で実現し，無線環境に応じたリソ

ース再配分をユーザに意識させずに運用すると共に，ユーザ嗜好やアプリケー

ションの状況もリソース再配分に際して考慮可能なこと 

 

 図 2.7 にこれまで述べた異種無線システム制御に関する様々な研究，及び上記の要求

条件の位置づけを示す．図 2.7の縦軸は OSI (Open Systems Interconnection) 参照モデ

ルにおける階層を，横軸には制御のアプローチの違いとしてユーザ主導とネットワーク主

導の制御をそれぞれとっている．IEEE 1900.4は，2.2.3節で述べた通り，端末とネットワー

ク側が連携してヘテロジニアスネットワークにおけるリソース最適化をめざすというビジョン

を提示しており，ネットワーク側における制御の必要性を示していることから，図 2.7 のす

べてのエリアが制御の対象範囲となると考える．CWCは IEEE 1900.4の示すビジョンにお

いてネットワーク層以下での実装を想定しているため，図 2.7 におけるネットワーク層以下

のエリアが制御の対象範囲となると考える．しかしながら，現時点では，2.2.2 節で述べた

通り，ユーザ主導の研究が先行して行われており，端末と対向するネットワーク側における

制御の CNM における具体的な制御方法等については，まだ具体化されていない部分も

多い．ヘテロジニアスネットワークにおける統合的制御を実現する階層は，これまでに述

べてきた通り，ネットワーク層で統合することが望ましいが，ヘテロジニアスネットワークに

おける統合制御における要求条件でも述べた通り，無線環境に応じたリソース再配分の

観点では物理層の情報が必要であり，ユーザ嗜好やアプリケーションの状況をリソース再

配分に反映させるにはアプリケーション層の情報が欠かせない．そこで本論文では，図 

2.7に示す通り，IEEE 1900.4の示すビジョンにおいて，ヘテロジニアスネットワークの伝送 
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図  2.7 異種無線システム制御における本論文の位置づけ  

 

容量増大化をめざし，無線環境やアプリケーションの状況など，他の階層の情報を考慮し

つつ，ネットワーク主導で，かつ，ネットワーク層での統合制御を実現するための要素技術

を確立することを目的とする．  

 

2.4 異種無線システム統合制御の課題 
 

 2.3 節において，異種無線システム統合制御における要求条件を明確にした．本節では

これらの要求条件を満たすために解決しなければならない課題について整理する． 

 まず，ヘテロジニアスネットワークの各空間における伝送容量を把握する必要がある．各

無線システムにおける最大伝送容量は，使用する無線周波数の帯域幅や符号化方式，

フレームフォーマット等，システムの規格によって規定されるが，これは伝搬路状況がよい

エリアでの最大性能であり，基地局から遠ざかると無線システムが到達し得る伝送容量は

低下するのが一般的である．また複数のユーザが同時に接続される場合，システムのもつ

伝送容量を分け合うこととなる．すなわち，各空間における伝送容量は，受信信号電力や

雑音電力，またシステムに同時接続しているユーザ数などの無線環境に依存する．したが

って，各空間における伝送容量を把握するためには，まず各空間において，受信信号電

力や雑音電力などの無線環境を把握する必要がある．  

 次に，伝送容量増大を実現するためのネットワーク主導のリソース制御の制御方針を明

確にする必要がある．一部の無線通信システムに負荷が集中すると，各ユーザの無線シ

ステムの選択肢を減らすことになり，システム選択による柔軟な無線リソース制御という無

線リソースの統合的制御の利点が損なわれることになるため，リソース制御の制御方針の

基本はシステム間でロードバランスを図ることにある．ロードバランスを図る際，システム間 
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図  2.8 ユーザ移動に伴うリソース制御例  (QoS制御対応システムの場合 ) 

 

の負荷を分散化するだけでは，多種多様なアプリケーションを利用するユーザに満足の

いく通信品質での通信を提供できるとは限らないため，いかに多くのユーザの要求を満た

しつつ伝送容量を増大させるかという観点に基づく，システム間の利用効率の平準化が

重要となる．例として，まず，図 2.8 に，複数システムが存在する場合にロードバランスの

概念が必要となる例を示す．ここでは 3 Mbpsの伝送容量をもつシステム A と 10 Mbpsの

伝送容量をもつシステム B の二つの異種無線システムをヘテロジニアスネットワークとして

扱い，ユーザ#1 からユーザ#5 までの 5 ユーザがシステム A のエリア内に，ユーザ#6 から

ユーザ#15 までの 10 ユーザがシステム B のエリア内に位置し，システム A に位置するユ

ーザ#5のみが，システム Bのエリアに移動する状況を仮定する．また，個々のユーザのア

プリケーションに対する要求伝送速度は 500 kbpsで同一アプリケーションの利用を仮定し，

また，各ユーザの要求伝送速度を満たすよう，システム A もシステム B も QoS制御に対応

していると仮定する．ここで，ユーザ#5がシステム Aのエリア内にいる場合における各シス

テムの利用状況を計算すると，システム A は 2.5 Mbps (500 kbps×5)，システム B は 5 

Mbps (500 kbps×10) が使用されている状態である．各ユーザの伝送速度の総和の，無

線システムが提供可能な最大伝送容量に対する割合をリソース利用率と定義すると，シス

テム Aでは 3 Mbpsの伝送容量に対して 2.5 Mbpsが使用されているためリソース利用率

は 0.83，システム Bでは 10 Mbpsの伝送容量に対して 5 Mbpsが使用されているためリソ

ース利用率は 0.5 となる．ネットワーク主導のリソース制御では，システム Aのリソース利用

率が高いことからシステム Aの負荷が高いと判断し，ユーザ#5がシステム Bのエリア内に

移動し，システム Bも利用可能な状態になった時，システム Bへの切替を行う．この結果，

システム Aの利用状況は 2.0 Mbps (500 kbps×4)，システム Bの使用状況は 5.5 Mbps 

(500 kbps×11) となることから，システム Aのリソース利用率を低くすることが可能となる． 
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図  2.9 ユーザ移動に伴うリソース制御例  (QoS制御未対応システムの場合 ) 

 

このことは，システム Aのリソースを，今後，リソース制御の候補として活用する可能性を高

めることとなり，新規ユーザが接続を開始する際や，ユーザの移動に伴ってそのユーザの

システムを選択する際に，柔軟な無線リソース制御の可能性を増大させることができる．こ

こで各システムに接続されるユーザ数に注目すると，このリソース制御により，システム B

への接続ユーザ数が 10から 11に増加している．すなわち，リソース制御におけるロードバ

ランスとは，柔軟なリソース制御の可能性増大の観点から，複数システム間で単に接続ユ

ーザ数を平準化させるものではなく，複数無線システム間におけるリソース利用率を平準

化させるものである．次に，図 2.9 に，いかに多くのユーザの要求を満たせるかという観点

に基づく，システム間のロードバランスの概念を示す．図 2.9は図 2.8と同一のシステム及

びユーザ配置において，システム Bのみが QoS制御に対応しておらず，アプリケーション

の要求する QoS に対する制御の異なるシステム間のリソース制御例を示している．図 2.8

と同様，各ユーザの要求伝送速度が 500 kbps である場合，ネットワーク主導のリソース制

御では，システム Aでは 3 Mbpsの伝送容量に対して 2.5 Mbpsが使用されているのに対

して，システム Bでは 10 Mbpsの伝送容量に対して 5 Mbpsが使用されているため，シス

テムAの方が負荷が高いと判断される．しかし，図 2.8の例とは異なり，システム BはQoS

制御に対応していないため，仮にユーザ#5 がシステム B にアクセス可能なエリアに入り，

システムBの方がリソース利用率が低いと判断されたとしても，QoSは保証されない，という

観点から，ユーザ#5にとってシステムBに移行することは得策とは言えない．すなわち，ア

プリケーションの要求する QoS に対する制御が異なる異種システム間でロードバランスを

行う際には，個々のユーザの通信品質を満足させる観点に基づいて行われなければなら

ない．さらに，同じ図 2.9 を用いて，伝送容量を増大させる観点に基づく，システム間のロ

ードバランスの概念を示す．ここでは図 2.9 において，システム A からシステム B に移動
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するユーザ#5 が，ウェブ閲覧に代表されるような，要求伝送速度を特にもたないアプリケ

ーションを利用する場合 (伝送速度が速ければ速いほど快適な場合) と仮定する．ユー

ザ#5 がシステム A のエリア内にいる場合，リソース制御では，システム A では 3 Mbps の

伝送容量に対して 2 Mbps を他のユーザに割り当て，残りの 1 Mbpsの範囲内でユーザ#5

にリソースを割り当てる．また，システム Bでは 10 Mbpsの伝送容量に対して 5 Mbps を他

のユーザに割り当てる．この場合，ユーザ#5がシステムBのエリア内に移動した時，システ

ム B に切り替えるとユーザ#5 の伝送速度向上が見込めることからシステム B への切替を

行う方が得策と判断される．すなわち，要求伝送速度を特にもたないアプリケーション利用

時においてロードバランスを図る際には，ヘテロジニアスネットワークにおける伝送容量増

大の観点で行われることになる．以上の議論をまとめると，ヘテロジニアスネットワークにお

けるネットワーク主導のリソース制御においては，個々のユーザのアプリケーションに対す

る要求 QoS 及び，無線システムの QoS 制御対応の有無を考慮し，各ユーザの通信品質

向上とヘテロジニアスネットワークの伝送容量増大の観点に基づいて，システム間のロー

ドバランスを図る必要があると言える． 

 次に，2.3 節の要求条件で示したネットワーク主導の統合的なリソース制御をネットワーク

層で実現するための課題について述べる．ヘテロジニアスネットワークを構成する現在の

無線システムのネットワークは，運用する事業者や IPアドレス体系が異なることから互いに

独立に運用されており，無線システム間の連携も比較的疎である．しかしながらヘテロジ

ニアスネットワークにおける統合的なリソース制御においては，無線環境の変化に応じて

ネットワーク主導で端末が接続すべき無線システムを適宜選択し，また複数の無線システ

ムが利用可能な状況において無線リソースの再配分に伴う無線システムの切替を容易に

実現しなければならない．このためには，ヘテロジニアスネットワークを構成する複数の無

線システムが密に連携し，かつ，ヘテロジニアスネットワーク全体としての制御を可能とす

るためのプラットフォームを構築する必要がある． 

 以上の考察をまとめると，ヘテロジニアスネットワークにおける異種無線システム統合制

御のための大きな課題は以下の二点であると考えられる． 

 

 (1) 空間により異なる伝送容量を把握するための無線環境認識技術の確立 

 (2) 各ユーザの通信品質向上とヘテロジニアスネットワークの伝送容量増大の観点に基

づいてシステム間でのロードバランスを図るリソース制御技術の確立，及びこれを実

現するためのプラットフォームの構築 
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2.5 結言 
 

 本章では，ヘテロジニアスネットワークに関するこれまでの研究や国際標準化を例に取り，

ヘテロジニアスネットワークにおけるネットワーク主導の統合制御の必要性と本論文の意

義を明確化した．またヘテロジニアスネットワークにおいては伝送容量増大の実現に向け

てネットワーク主導で各ユーザへの無線リソース配分をネットワーク層で実装する必要があ

ることを述べた．さらに，空間により異なる伝送容量を把握するための無線環境認識技術，

及び，個々のユーザの通信品質向上とヘテロジニアスネットワークの伝送容量の増大の

観点に基づいてシステム間でのロードバランスを図るリソース制御技術が解決すべき要素

技術であること，ならびに，それらを実現するためのプラットフォーム構築が重要課題であ

ることを明確化した． 
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第3章  

 

コグニティブ無線を活用した無線環境認識

技術 
 

 

 

 

 

3.1 緒言 
 

 第 2 章において，ヘテロジニアスネットワークにおけるネットワークの視点に立った統合

制御を実現するには，各空間において各ユーザがアクセス可能な無線システムの伝送容

量をネットワーク側で把握し，各ユーザの通信品質向上とヘテロジニアスネットワークの伝

送容量増大の観点から無線システム間のロードバランスを図る必要があることを述べた．

そこで本章では，まず各空間における伝送容量の把握を実現するための課題を明確化す

る．次に，この課題を解決する方法として，端末側において周囲の無線環境を把握して通

信を行うコグニティブ無線を活用した，ネットワーク主導の無線環境認識技術を提案する．

提案方式では複数の無線通信システムの接続可能性と期待される伝送容量を無線環境

と規定し，コグニティブ無線の考え方に基づいて，アクセスポイント側で受信される端末か

らの受信信号強度による無線環境認識を行っている．また計算機シミュレーション及び

WiMAX と無線 LAN により構成される基本実験機の屋内実験結果により，提案方式の有

効性を明らかにする． 
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3.2 各空間の伝送容量把握実現における課題 
 各無線システムにおける最大伝送容量は，使用する無線周波数の帯域幅や符号化方

式，フレームフォーマット等，システムによって規定されている．例えば，セルラ方式の一

つである EVDO (cdma2000 1x Evolution Data Optimized) rev.0 の場合，  16QAM 

(Quadrature Amplitude Modulation)，符号化率 R=1/3 を適用すると，1 slot (=1.66 ms) を

用いて 4096 bits を送信することが可能であり，その最大伝送容量は，4096 bits / 13.33 ms 

= 2.457 Mbps となる [41]．しかしこの最大伝送容量が実現できるのは 16QAMが伝送可

能となる伝搬路状況がよいエリアに限られ，基地局から遠ざかり 16QAM ではなく QPSK 

(Quaternary Phase Shift Keying) やBPSK (Binary Phase Shift Keying) を用いた通信を行

うエリアでは伝送容量は低下する．さらにこの無線システムに複数のユーザが同時に通信

する場合，システムのもつ伝送容量を共有するため，一人当たりの伝送容量は平均 300 

kbpsから 700 kbps程度と言われている [42]．すなわち，各空間における伝送容量は，信

号電力や雑音電力，またシステムに同時接続しているユーザ数などの無線環境に依存す

る． 

 したがって，ヘテロジニアスネットワークにおける伝送容量を把握するためには，まず異

種無線システムが導入されている空間内の各場所における無線環境を把握する必要があ

る．具体的にはそれぞれの場所においてヘテロジニアスネットワークを構成する異種無線

システムのいずれが使用可能であるか，また使用可能である場合にどの程度の受信信号

電力かなどを把握する必要がある． 

 次に，上記の各空間における伝送容量をネットワーク側でいかにして把握するか明確に

する必要がある．ユーザはヘテロジニアスネットワークを構成する異種無線システムのサ

ービスエリア内のいずれかの空間に存在していると考えることができ，またヘテロジニアス

ネットワーク内には互いに独立した移動や通信を行う多数のユーザが存在するため，例え

ばユーザ端末と連携し端末周辺の無線環境をネットワーク側に通知することによりネットワ

ーク側において各空間における伝送容量を把握可能である．しかしながら，この方法は無

線回線の一部を端末周辺の無線環境情報の伝送に使用することになるため，少しでも多

くのユーザの通信品質を満足させ，伝送容量の増大を図るという観点からは望ましいとは

言えない．また，これらの情報を端末から通知している間はネットワーク主導での無線シス

テム切替を行うことができないため，ヘテロジニアスネットワークにおける統合制御の自由

度を損なうことにもなる．したがって，ネットワーク側だけで各空間の無線環境を把握する

必要がある． 

 以上のことから，各空間の伝送容量把握を実現するためには，各空間の無線環境を把

握する方法の確立，及び，この無線環境の把握をネットワーク側のみで実現する方法の
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確立，の二つの課題があると言える．  

 

 

3.3 コグニティブ無線 
 

 3.2 節で示した一つ目の課題である，各空間の無線環境を把握する方法の一つとして，

コグニティブ無線の活用が挙げられる．そこで本節ではコグニティブ無線について述べ，

これを活用することによりヘテロジニアスネットワークの各空間における無線環境の把握が

可能であることを示す． 

 周波数及び時間軸において各無線システムの使用状況と White Space との関係を図 

3.1 に示す．図 3.1 の横軸は周波数，奥行き方向の軸は時間，縦軸は各無線システムの

使用状況をそれぞれ示しており，それぞれの無線システムが周波数毎に割り当てられ，そ

れぞれの無線システムには電波を出している時間と電波を出していない時間が存在する．

この時，無線システムが使用されていない時空間を総称して White Space と呼ぶ．コグニ

ティブ無線はこの White Space を検知 (認知) し，これを有効に活用して無線通信を行う

技術として J. Mitola III氏により 1999年に提唱され [43, 44]，以来盛んに研究が行われ

ている [43-72]．なお White Space を検知するためには，空き周波数のセンシングが必要

であり，コグニティブ無線を実現する上で欠かせない要素技術の一つとしてセンシング精

度向上に向けた様々な研究が行われている [71, 72]． 

 コグニティブ無線の分野では周波数の空き情報を認識し，主となる無線システムに干渉

を与えないレベルで別の無線方式を使用する「ダイナミックスペクトルアクセス  (DSA: 

Dynamic Spectrum Access)」が精力的に研究されており [48-56]，その代表例が米国にお

ける TV帯を用いたコグニティブ無線である IEEE 802.22 [53-56] である．しかしながら我

が国の現行の電波政策では，コグニティブ無線のように周波数利用の優先権を設定した

上での動的周波数共用は，まだ認められていない．そこで，本論文では，空きスペクトル

を探してそれを利用する「周波数共用型コグニティブ無線」ではなく，利用可能な無線シス

テムを探してそれを利用する「ヘテロジニアス型コグニティブ無線」を検討対象とする． 

 図 3.1 の概念に基づき，既存の周波数運用を想定した場合における，「ヘテロジニアス

型コグニティブ無線」の運用形態例を図 3.2に示す．図 3.2では無線システム①，無線シ

ステム②，無線システム③の三つの無線システムが使用できる環境を想定している．端末

A,B,Cはコグニティブ無線機能を有さない端末で，図 3.2に示すように，あらかじめ決めら

れた周波数帯のみを利用している．それに対して端末Dはコグニティブ無線機能を有して

おり，周波数帯の異なる複数の無線システムを動的に選択することができる．ここで端末D 
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図  3.1 各無線システムの使用状況と White Spaceの関係  

 

 
 

図  3.2 既存の周波数運用に基づくコグニティブ無線の運用例  

 

 

に注目すると，端末 D はまずシステム①から③までを含む無線周波数をセンシングし，空

いている無線システムのチャネルを把握する．これを適宜行うことで，例えば図 3.2 に示さ

れるように，時刻 t=t2 においてはシステム①の周波数を用いて通信を行い，時刻 t=t3 

にアプリケーションにより多くの帯域を要求された場合には，センシング結果に基づきシス

テム①ではなく，システム②の周波数を用いて通信を行う．ここで同一時刻において使用

可能なシステムを一つに限定する必要はなく，時刻 t=t4の場合のように複数のシステムに

空き帯域が存在する場合には，システム①，③を同時に用いることも可能である． 

 周波数の時間利用率を「測定時間中におけるその周波数が利用されている時間の割

合」と定義すると，各周波数の時間利用率は，場所，曜日，時間帯，無線システム，通信

事業者等によって大きく異なる．したがって，図 3.2 に示したように，各システムの運用状

況を判断しつつ，コグニティブ無線機能を有する端末に対して，利用可能な無線システム
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を動的に割り当てることで，周波数の時間利用率を高め，ヘテロジニアスネットワーク全体

の伝送容量を有効に活用することが可能となる． 

 

 

3.4 コグニティブ無線基地局 
 

 本節においては 3.2 節で示した各空間の伝送容量把握を実現するためのもう一つの課

題である，ネットワーク側だけで無線環境を把握する方法について検討する．3.3 節にお

いて無線環境の把握にはコグニティブ無線が有効な技術の一つであることを示した．本節

ではこれを活用し，コグニティブ無線の機能をネットワーク側のどの場所に，どのように実

装すればよいか明確にする．ここではコグニティブ無線を実現する上で特に重要なセンシ

ング機能と，無線環境認識機能の二つについて考える． 

 

3.4.1 ネットワーク主導センシング機能 

 

 コグニティブ無線におけるセンシング機能の配置場所としては各無線システムの基地局

もしくはアクセスポイントが最適である．これはヘテロジニアスネットワークにおいて，各空

間に存在する装置が各無線システムの基地局もしくはアクセスポイントであること，及びヘ

テロジニアスネットワークにおいて無線リンクの確立や制御などを司り，伝送容量を左右す

る無線環境に最も近い位置に存在し，測定が容易であるためである． 

 次にセンシング機能のヘテロジニアスネットワークへの実装方法について議論する．ま

ず，センシングする情報として，ネットワーク側だけでの無線環境認識を実現するため，各

無線システムの基地局が端末から受信する上り回線の受信信号強度を用いることを提案

する．以下，具体的に説明する． 

 ある無線システムに対応した基地局は，対応した無線システムを用いて端末から送信さ

れた上り回線の信号を受信することは可能である．図 3.3 に基地局と端末 A, B における

送信電力と受信電力の関係を示す．図 3.3 の横軸は基地局と端末それぞれの位置及び

それらの互いの距離を，縦軸は送信電力及び受信電力を示している．電波は距離減衰等

の影響により，基地局からの距離が離れると基地局と端末間の距離に応じた 2乗から 4乗

程度の減衰が生じるため [73, 74]，図 3.3に示すように，基地局に近い端末Bから送信さ

れた信号の基地局での受信電力 Rx_Tbは，基地局から遠い端末 A から送信された信号

の受信電力 Rx_Taよりも大きいと考えられる．またこの受信電力と雑音電力Nとの比により 
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図  3.3 基地局における受信電力による各空間の無線環境把握  

 

 

その端末との通信回線の SNR (Signal to Noise Power Ratio) が決まり，SNRが大きいとよ

り高速な伝送容量での通信が可能となるため，受信電力の値は端末の位置する空間の無

線環境を把握するための情報として有効である．本論文では，これを各端末の無線環境

の把握のために用いる．またコグニティブ無線においては，単なる受信信号強度の大きさ

に基づいた無線周波数の利用可否の検出のみならず，当該無線周波数を利用している

無線システムの特定も必要となる．そこで提案方式では，無線周波数毎の受信信号強度

を直接測定するのではなく，ヘテロジニアスネットワークを構成する各無線システムの受信

機能を用いて受信電力を測定することで，無線システムの利用可能性も含めたセンシング

を実現する． 

 

 

3.4.2 ネットワーク主導無線環境認識機能 

 

 ヘテロジニアスネットワーク内の各無線システムの基地局は，設置時に定めた一つの無

線システムのみに対応しているのが一般的である．ここで，異種無線システムの一つの実

装形態として，セルラシステム，WiMAX，無線 LAN，及び，それらの無線環境を認識する

無線環境認識サーバから構成されるものをコグニティブ無線基地局と定義し，図 3.4 にこ

れらを同一場所に集約して実装する場合の実装例を示す．この場合，コグニティブ無線

基地局を中心として，それぞれの無線システムのサービスエリアが形成される．しかしなが

ら各無線システムの電波の到達範囲は異なるため，ヘテロジニアスネットワーク内におい

て周波数状況を把握可能なエリアはコグニティブ無線基地局周辺のエリアに限定され，現

実的な実装方法とは言えない． 
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図  3.4 同一場所に機能を集約したコグニティブ無線基地局の実装例  

 

 そこで，ヘテロジニアスネットワークの各空間の周波数状況をより広範囲なエリアで把握

可能となるよう，コグニティブ無線基地局を構成するセルラシステム，WiMAX，無線 LAN

のアクセスポイントをヘテロジニアスネットワーク内に偏在して設置する実装を考える．また，

無線環境認識サーバをアクセスポイントごとに設置してもそのアクセスポイントの対応する

無線システムのみの周波数状況しか得られないため，無線環境認識サーバは，ヘテロジ

ニアスネットワーク内において，各無線システムの基地局と接続可能なコアネットワーク側

のいずれかの場所に設置し，複数の無線システムの情報を集約する実装を考える． 

 図 3.5にこの実装に基づくコグニティブ無線基地局の実装例を示す．図 3.5に示す通り，

各無線システムの基地局を中心として，それぞれの無線システムのサービスエリアが形成

され，これらのサービスエリアの集合体が，コグニティブ無線基地局のサービスエリアとな

っている．この実装では，コアネットワーク側に設置された無線環境認識サーバはヘテロ

ジニアスネットワークを構成する各無線システムの基地局と有線回線で接続されており，

各無線システムの無線環境を各無線システムの基地局設置場所に依存することなく把握

することが可能となる．実際，商用のサービスにおいてもセルラシステムの基地局の設置さ

れている場所にWiMAXのアクセスポイントや無線LANのアクセスポイントが設置できると

は限らず，また電波の放射範囲は無線システム毎に異なることから，図 3.5の実装は，より

現実に即したものであると言える． 

 以上の議論から，ヘテロジニアスネットワークにおける，コグニティブ無線のセンシング機

能は各無線システムの基地局に分散して配置され，無線環境認識機能はヘテロジニアス

ネットワークに一つ配置されることになる． 
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図  3.5 機能を分散配置させたコグニティブ無線基地局  

 

 最後に無線環境認識機能の実装方法については，ユーザトラフィックを圧迫しないよう，

ユーザトラフィックを伝送する通信回線とは別に，各基地局と無線環境認識サーバとの間

は有線回線で接続され，各無線システムの基地局におけるセンシング結果を定期的に収

集，集約する．ここで無線システムにおいては，一般的に，所望信号の受信信号電力が

雑音電力及び干渉電力の和より大きいほど高い伝送容量が期待できるが，受信信号電

力は所望信号のみならず干渉電力なども含めた総和の値として測定されることから，受信

信号電力値が高くても伝送容量が高いとは限らない．そこで，各空間における無線環境

の認識精度を高めるため，受信信号強度だけでなく，基地局に接続している端末数など

の情報もヘテロジニアスネットワーク内の各空間における無線環境認識に必要な情報とし

て基地局から収集する必要がある．なおこれらの収集された情報をリソース制御に反映す

る方法については第 4章で述べる．  

 

 

3.5 計算機シミュレーション 

3.5.1 各空間における受信信号強度測定 

3.5.1.1 シミュレーション諸元  
 コグニティブ無線を活用した無線環境認識技術により，ネットワーク側において各空間に

おける伝送容量を把握する提案方式の有効性を確認するため，OPNET [75] をベースに，

WiMAX と無線 LAN により形成されるヘテロジニアスネットワーク内の空間を，両方式の

通信機能を有する端末が移動する状況を模擬するシミュレータを構築した．図 3.6 にシミ

ュレータの外観と端末の移動経路を示す．  
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図  3.6 シミュレータ外観と端末移動経路  

 

表  3.1 シミュレーション諸元  

項目 仕様 

準拠方式 IEEE 802.16e 

周波数帯 2.5 GHz 

送信電力 20 dBm 

雑音指数+実装損失 13 dB [5] 

WiMAX 

受信感度 －97 dBm 

準拠方式 IEEE 802.11g 

周波数帯 2.4 GHz 

送信電力 0 dBm 

雑音指数+実装損失 15 dB [76] 

無線 LAN 

受信感度 －90 dBm 

伝搬路 ITU-R M.1225 Pedestrianモデル [74] 

端末移動速度 4 km/h (歩行を想定)  

端末移動時間 60秒間 (移動経路は図 3.6 に示す通り)  
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 図 3.6 に示す通り，端末は，WiMAX のみがサービスされるエリア内から移動経路に沿

って速度 4 km/h で移動し，WiMAX と無線 LAN の双方がサービスされるエリアを通過し

た後，再び WiMAX のみがサービスされるエリアに入り，移動を終了するものとする．この

間の移動時間は 60秒である．伝搬路は ITU-R (International Telecommunication Union - 

Radiocommunication Sector) 勧告 M.1225 [74] に基づいた距離特性と対数正規分布に

従うシャドウィング (分散は 10 dB) に設定した．また，各無線システムの受信感度につい

ては，IEEE802.16e-2005 仕様書 [4] 及び IEEE802.11g 仕様書 [76] に記載された定義，

及び，雑音指数 (NF: Noise Figure) と許容される実装損失の値を用いて設定した．具体

的には，WiMAXの場合，下り回線 380 kbps，上り回線 140 kbpsの最低伝送速度 (QPSK, 

符号化率=1/2，繰り返し数=6) でパケットを送信した時に，ビット誤り率 10-6未満を実現す

るために必要な受信電力と定義され，－97 dBm となる．無線 LANの受信感度は，1 Mbps

の最低伝送速度で 1000 Byte のパケットを送信した時にパケット誤り率 10 %未満を実現

するために必要な受信電力と定義され，－90 dBm となる．以上に基づくシミュレーション諸

元を表 3.1に示す． 

 

3.5.1.2 シミュレーション結果  
 図 3.7にネットワーク側において測定されたWiMAX及び無線 LANの受信信号強度の

シミュレーション結果を示す．グラフの横軸は端末が移動した 60秒間にわたる時間経過を，

縦軸はその時刻においてネットワーク側で測定された各無線システムの受信信号強度を

示している． 

 図 3.7 より端末の移動に応じて，各空間における無線環境の一つである受信信号強度 

(RSSI: Received Signal Strength Indicator) がネットワーク側において測定されることがわ

かる．今回のシミュレーションでは 5秒周期でRSSI 値を取得しているため，図 3.7右側に

示す無線 LAN 受信信号レベルはアクセスポイント近傍を通過する時刻を中心とする左

右対称な形状とはなっていないが，図 3.6 に示す経路において，端末が WiMAX アクセ

スポイントに最も近づく時刻はシミュレーション開始から 30 秒後，端末が無線 LAN アクセ

スポイントに最も近づく時刻はシミュレーション開始から 40 秒後であり，それぞれの無線シ

ステムのアクセスポイントに近づくほど RSSI値が高くなる様子が測定されていることがわか

る．ここで，いずれの方式も受信信号強度が 3.5.1.1 節で述べた受信感度を上回っていれ

ば最低伝送速度での通信が可能であることから，これをもって各無線システムの通信可能

性を判断すればよいと考えられる．さらに，ネットワーク側で端末からの信号を受信するこ

とで各システムの通信可能性に加えて伝送容量の判断も可能となる．それについては

3.5.2.1節で説明する． 
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図  3.7 端末移動に伴う受信信号強度の変化  

 

 

3.5.2 各空間における伝送容量 

3.5.2.1 RSSI値と伝送容量  
 

 無線システムにおける伝送容量は，使用する無線周波数の帯域幅や符号化方式，フレ

ームフォーマット等により規定されており，また各伝送容量を実現するために必要な受信

電力についても同様に規定されている．例として表 3.2 に，無線 LAN において規定され

ている，各伝送容量を実現するための所要受信電力を示す [76]．  

 表 3.2 において示される各伝送容量と所要受信電力の関係は，受信電力を測定するこ

とができれば，その値から，実現可能な伝送容量を判断することが可能であることを示唆し

ている．例えば，ネットワーク側で測定される受信信号強度が －74 dBmである場合，端末

の位置する空間において 24 Mbpsの伝送容量が得られる，とネットワーク側で判断するこ

とができる． 

 以上のことから，各無線システムの RSSI値を各端末から受信することにより，この値に基

づいて各空間における伝送容量をネットワーク側において判断することが可能となると考

えられる． 

 なお，各伝送容量と所要受信電力の関係と，ネットワーク側で測定される受信信号強度

とを用いて導かれる伝送容量は，物理層の情報としてネットワーク側が判断可能な情報で

あり，無線システムをその端末が一人で占有した場合の最大伝送速度に相当する．実際

にその空間における，端末の伝送速度を推定するためには，接続ユーザ数などの MAC

層の情報やアプリケーションの情報を考慮する必要がある．これについては 4.4.3 節で述

べる． 
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表  3.2 無線 LAN における各伝送容量実現に必要な受信電力  

通信方式 (変調方式) 伝送容量 所要受信電力 

1 Mbps －90 dBm 

2 Mbps －87 dBm 

5.5 Mbps －85 dBm 

IEEE 802.11b (DSSS) 

11 Mbps －82 dBm 

6 Mbps －82 dBm 

9 Mbps －81 dBm 

12 Mbps －79 dBm 

18 Mbps －77 dBm 

24 Mbps －74 dBm 

36 Mbps －70 dBm 

48 Mbps －66 dBm 

IEEE 802.11g (OFDM) 

54 Mbps －65 dBm 

  

 

3.5.2.2 シミュレーション諸元  
 

 端末からの信号を受信し RSSI 値測定に基づく，ネットワーク側での伝送容量の判断が

妥当かを確認するため，端末においてデータ通信を行い，伝送速度を合わせて測定する

こととした．シミュレーションでは 3.5.1.1節のシミュレータを用い，同一シミュレーション諸元，

同一シナリオで端末を移動させ，その時の伝送速度を測定する．3.5.1.2 節において，複

数の無線システムの無線環境を測定可能であることを確認済であることから，無線LANに

注目し， アプリケーションとしては 600 kBのデータを 600個/秒の一定間隔に送信し (ア

プリケーションの平均データ送出速度は 28.8 Mbps)，トランスポートプロトコルには UDP 

(User Datagram Protocol) を用いて伝送を行うこととする． 

 

3.5.2.3 シミュレーション結果  
 

図 3.8に端末の移動に伴い，ネットワーク側において測定された無線 LANの伝送速度

を示す．図 3.8 の横軸は今回のシミュレーションにおける時間経過を示し，縦軸は無線

LANの伝送速度となっている． 
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図  3.8 端末移動に伴う伝送速度の変化  

 

図 3.8 より，図 3.7 で示した端末の移動に伴う受信信号強度の変化に伴って，無線

LANの受信電力が受信感度 (－90 dBm) 以上となる時間 (30秒から 48秒) において，

無線 LANでの通信が行われており，受信感度をもって無線 LANの通信可能性を判断す

ることが妥当であることを確認できた．また，RSSI 値より判断される伝送容量以下の伝送

速度での通信が行われていることがわかる．例えば，図 3.7 において －70 dBm となる時

刻 (36秒) に注目すると，表 3.2に基づき最大で 36 Mbpsの伝送容量が実現可能とネッ

トワーク側で判断され，この伝送容量以下である 28.8 Mbps の伝送速度で通信が行われ

ている．すなわち，ネットワーク側で端末からの信号を受信することで各システムの通信可

能性に加えて，その空間における伝送容量の判断も可能となることを確認できた． 

 

 

3.6 基本実験機による動作確認 

3.6.1 基本実験機の諸元 

 3.5節におけるシミュレーション評価により，ネットワーク側において無線環境を認識し，こ

れをもとに各空間における伝送容量を把握可能であることを示した．本節では，提案方式

の実機における動作検証のため，WiMAXと無線 LANから構成される基本実験機を構築

し，屋内実験を行った． 

 図 3.9に基本実験機の構成を示す． 
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図  3.9 基本実験機のシステム構成  

 

表  3.3 各無線システムのアクセスポイントから取得される主な無線情報  

無線システム 無線情報 

RSSI (接続端末毎)  

伝送方式 (接続端末毎)  

Downlink 

伝送速度 (接続端末毎)  

RSSI (接続端末毎)  

伝送方式 (接続端末毎)  

Uplink 

伝送速度 (接続端末毎)  

WiMAX 

接続端末数 

通信方式 (11a/b/g)  

送信電力 

使用チャネル 

RSSI  

伝送速度 

送信パケット数 

受信パケット数 

無線 LAN 

接続端末数 (アソシエーション数)  

 

 実験機においては無線環境を収集するための機能をネットワーク側に追加する必要が

ある．そこでWiMAXについては，WiMAXシステムの運用管理に用いる専用ソフトウェア

を介してアクセスポイント内の無線情報を抽出することとし，無線LANについてはデバイス

ドライバを改造し，チップ内で処理されている RSSI等の無線情報を収集する機能を実装 
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表  3.4 基本実験機諸元  

無線システム 仕様 

準拠方式 IEEE 802.16 (802.16-2004) 

周波数帯 3.5 GHz 

帯域幅 3.5 MHz 

送信電力 28 dBm 

WiMAX 

受信 RSSI値 

設定範囲 

‐95 dBm～‐69 dBm 

準拠方式 IEEE 802.11b/g 

周波数帯 2.4 GHz 

帯域幅 22 MHz 

送信電力 18 dBm 

無線 LAN 

受信 RSSI値 

設定範囲 

‐95 dBm～‐65 dBm 

伝搬路 RFケーブル接続 (可変抵抗器挿入)  

データ伝送 動画ストリーミング (UDP, 2, 4, 8 Mbps)  

 

 

した．表 3.3 に基本実験機の各無線システムのアクセスポイントに実装された，収集が可

能な情報を示す． 

 また今回の実験では実際に無線電波を放射しての実験に先立ち，各無線システムのア

クセスポイントと端末を RF (Radio Frequency) ケーブルにて接続し，WiMAX，無線 LAN

それぞれに可変抵抗器を挿入して，可変抵抗器による操作により受信信号強度を減衰さ

せ伝搬路減衰を模擬することとした．表 3.4 に，実験に用いたそれぞれの無線システムの

仕様を，図 3.10に WiMAX と無線 LAN を対象システムとした今回の基本実験機の外観

を示す． 
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図  3.10 基本実験機の外観  

 

3.6.2 動作確認結果 

 可変抵抗器の値を変え，各無線システムにおいてデータ通信のコンテンツの伝送速度

を 2 Mbps，4 Mbps，8 Mbpsに設定して基本実験機を動作させた．図 3.11に各無線シス

テムにおいて取得した RSSI値と伝送速度の値との関係を示す． 

 図 3.11より，WiMAX (IEEE 802.16-2004)では仕様 [3] に規定されている 2 Mbps通信

を実現するための受信感度 (－94 dBm) に対して本実験機は －94 dBmで 2 Mbps を達

成しており，規定を満足している．一方無線 LAN (IEEE 802.11b/g) では，表 3.2に示す

通り 2 Mbps通信に対する所要受信電力が －87 dBmであるのに対し －90 dBm，6 Mbps

通信に対する所要受信電力が －82 dBmであるのに対し －87 dBm と，と 3 dBから 5 dB

低い受信電力で通信できていることがわかる．これは IEEE 802.16-2004 の規格において

雑音指数と実装損失を合わせて 12 dBを仮定しているのに対し基本実験機のWiMAX装

置もほぼ同じ損失となっていること，IEEE 802.11gの規格において雑音指数と実装損失を

合わせて 15 dB を仮定しているのに対して基本実験機の無線 LAN 装置ではこれらの損

失が 3 dBから 5 dB程度低く抑えられているためと考えられる． 

 以上により，実機においても RSSI 値を取得可能であり，また，これをネットワーク側で把

握することにより伝送容量の判断が可能となることを確認した．さらに，実機においては，

雑音指数と実装損失が装置毎に異なり，各無線システムの規格で規定されている受信電

力と同じもしくはそれよりも低い受信電力で動作するため，ヘテロジニアスネットワークにお

ける統合制御を実機に実装する際には，各無線システム装置の雑音指数と実装損失を考

慮する必要があることを確認した．  
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図  3.11 基本実験機による RSSI値と伝送速度の測定結果  

 

 

3.7 結言 
 

 本章では，ヘテロジニアスネットワークにおける伝送容量増大実現に向け，その要素技

術の一つである各空間における伝送容量把握のための無線環境認識技術を提案した． 

また，計算機シミュレーション及び基本実験機により，ネットワーク側のみで各空間におけ

る各システムの通信可能性に加えて，その空間における伝送容量の把握が可能であるこ

とを示し，提案技術の有効性を確認した． 
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第4章  
ヘテロジニアスネットワークにおけるリソー

ス制御技術 
 

 

 

 

4.1 緒言 
 

 ヘテロジニアスネットワークにおいてネットワーク主導の統合制御を実現するため，第 3

章では，ヘテロジニアスネットワークを構成する各空間における伝送容量を把握するため

の技術について議論した．それに対して本章では，ヘテロジニアスネットワークにおいて，

異種システム間のロードバランスとヘテロジニアスネットワークの伝送容量増大の両立を目

的としたリソース制御方式を議論する．具体的には，ヘテロジニアスネットワークにおいて

アプリケーションに対する要求 QoS などを考慮した個々のユーザの通信品質向上と伝送

容量増大を実現する観点でのロードバランスを図るためのリソース制御方式及び，このリソ

ース制御方式を実現するための高速システム切替プラットフォームを提案する．また計算

機シミュレーション及び第 3章で構築した基本実験機の屋内実験結果より，提案制御方式

の有効性を明らかにする． 

 

4.2 リソース制御における課題 
 ヘテロジニアスネットワークにおいて各ユーザが利用可能な伝送容量を，各ユーザの無

線リソースと定義する時，システムに接続されている全ユーザの無線リソースを把握した上

で，ネットワーク主導の統合的制御に基づき，各ユーザに無線リソースを配分することは，

無線リソース制御の柔軟性の一層の向上に不可欠である．ただしその際には，第 2 章で

述べた通り，アプリケーションが要求する QoSなども考慮した無線リソース制御でなければ

ならない． 
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 また，ヘテロジニアスネットワークを構成する複数の異種無線システムは，それぞれ，無

線システム内に閉じた，送信電力制御やアドミッション制御等のリソース制御も同時に行わ

れていることから，統合的制御の観点に基づくリソース配分に基づく制御と，無線システム

内に閉じたリソース制御が両立する条件で運用されなければならない．言い換えると，ヘ

テロジニアスネットワークにおいて，ネットワーク主導の統合的制御を適用可能な条件を明

確にする必要がある． 

 さらに，ネットワーク主導の統合制御では，無線リソースの再配分により，ユーザが移動し

ない状況においても，ネットワーク側からの指示により使用する無線システムが頻繁に切り

替わる可能性がある．したがって，統合制御におけるリソース制御を実現するため，ネット

ワーク主導での高速な無線システム切替を可能とするプラットフォームを構築する必要が

ある． 

 これらのことから，ヘテロジニアスネットワークにおける統合制御におけるリソース制御の

課題をまとめると以下の三つとなる． 

 

1. ネットワーク主導の無線リソース制御ポリシーの明確化 

2. ネットワーク主導の無線リソース制御の適用条件の明確化 

3. コグニティブ無線を活用して認識した各空間の無線環境に基づき，ネットワーク主導

の統合的制御を行い，アプリケーションが要求する QoS なども考慮して各ユーザへ

の無線リソース配分を可能とするプラットフォームの構築

 

4.3 無線システムにおけるリソース制御 
 統合制御におけるリソース制御について述べる前に各無線システムにおけるリソース制

御について述べる．EVDO 及び無線 LAN の場合，アプリケーションに応じた IP パケット

の TOS (Type of Service) 値が記載されていても無線回線ではすべての IPパケットを平等

に扱うことが一般的であり，無線回線は，EVDOでは PF (Proportional Fairness) によるリソ

ース制御，無線 LAN では CSMA/CA (Carrier Sense Multiple Access with Collision 

Avoidance) 制御のように無線回線の状況に応じた制御が行われている．一方WiMAXの

場合は，有線回線における IP パケットの TOS 値をもとに音声，ストリーミング，FTP (File 

Transfer Protocol), その他データ通信の四種類に分類し，これを無線区間における四つ

の QoS クラス (それぞれ UGS (Unconsolicited Grant Services), rtPS (realtime Packet 

Service), nrtPS (non-realtime Packet Service), BE (Best Effort)) と対応づけ，それぞれの

QoSクラスに優先度を設定した上でリソース割り当て制御を行っている．図 4.1にWiMAX

における QoS制御を含むリソース制御の概念図を示す．  
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図  4.1 WiMAX システムにおけるリソース制御  

 

 このように WiMAX においてはアプリケーションの QoS を満たす可能性を高めるための

仕組みが採用されている．また，無線システムにおいては無線回線の使用率が高い場合

に呼の受付を拒否するアドミッション制御も実装されている．したがって，異なる無線シス

テムの無線リソースをネットワーク主導で統合制御する場合には，それぞれのシステムが

備えている無線リソース制御や，そこに含まれる QoS 制御などを制御ポリシーに反映させ

る必要がある． 

 

4.4 ネットワーク主導リソース制御 

4.4.1 ネットワーク主導リソース制御の基本ポリシー 
 

 4.2 節で述べた制御目標のためのリソース制御のあり方について検討する．複数の無線

システムが存在する空間において特定の無線システムのトラフィックが集中すると，新規に

通信を開始するユーザの無線システムの選択肢を減らすことになり，システム選択による

柔軟な無線リソース制御という無線リソースの統合的制御の利点が損なわれることになる

ため，無線リソース統合制御の基本はシステム間でロードバランスを図ることにあると言え

る．ただし，ロードバランスを図る際，システム間の負荷を単に分散化させるだけでは，必

ずしも多種多様なアプリケーションを利用するユーザに満足のいく通信品質での通信を提

供することにつながるとは限らないため，ユーザの通信品質向上とロードバランスをどのよ

うに両立させるのかが課題となる．そこで，4.3節で示した通り，個々の無線システムにおけ

るリソース制御は既に確立されていることから，個々の無線システムにおけるリソース制御
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はそのまま活用し，ユーザが使用するアプリケーションに応じたQoSクラスをネットワーク側

で把握する機能を加えた上で，システム間のロードバランスを実現する方法を提案する．  

 具体的には，まず，コグニティブ無線を活用した各空間における無線環境の認識に加え，

ネットワーク側において各無線システムの各アクセスポイントに接続されている端末数等の

情報や，TOS値に代表されるアプリケーションに応じたQoSクラスの情報，無線システムの

QoS 制御対応の有無に関する情報を収集する．特に各アクセスポイントに接続されている

端末数の情報は端末側においては知り得ることのできない情報であり，ネットワーク主導

で異種無線システム間のリソース利用率の平準化を図る観点からも有用な情報であると考

える．次に，収集したこれらの情報をもとに，個々のユーザの通信品質向上とヘテロジニア

スネットワークの伝送容量増大化の観点に基づき，異種システム間のリソース利用率の平

準化を図るためのシステム切替制御を行う．個々のユーザの通信品質向上の観点からは，

要求 QoS を有するリアルタイム系のアプリケーションを利用しているユーザに対しては，そ

の通信品質確保をめざすよう制御を行う．またウェブ閲覧や FTPによるファイル転送など，

要求 QoSをもたない非リアルタイム系のアプリケーションを利用しているユーザに対しては，

伝送容量増大をめざすことになる．さらに，異種システム間のリソース利用率の平準化の

観点からは，ユーザが接続する無線システムに複数の候補があった場合に，空き帯域の

より大きい方の無線システムに，切り替えることで，空き帯域が少なくリソース利用率が高

いシステムにユーザが集中しないように制御する． 

 なお，インターネット上のトラフィックを計測した統計的結果に基づく 3GPP2のシステム評

価指標 [77] によれば，全トラフィックのうちの約 9 割が非リアルタイム系のアプリケーショ

ンで，残りの約 1 割がストリーミングなどのリアルタイム系アプリケーションであると記載され

ている．すなわち，ヘテロジニアスネットワークにおけるリソース制御における効果の多くは，

非リアルタイムのアプリケーションを利用しているユーザに依存し，これらのユーザに対し

ては伝送容量増大をめざすことから，個々のユーザのリソース制御によりヘテロジニアスネ

ットワークにおける伝送容量増大が期待できる． 

 

4.4.2 ネットワーク主導リソース制御の適用条件 

 4.4.1 節で述べた通り，無線リソース統合制御の基本はシステム間でロードバランスを図

ることにある．したがって，これを可能とするためには，ネットワーク主導の統合的制御に基

づくリソース配分は，無線システム内のリソース制御と矛盾しないように行われなければな

らない．そこで本論文におけるリソース制御においては，ネットワーク主導の統合的制御に

基づくシステム切替が行われる時，切替先の無線システムはシステム切替の対象となるユ

ーザのリソースを確保可能であり，また，切替先の無線システムに接続され，要求QoSをも
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つアプリケーションを利用しているユーザの通信品質は，切替に伴って低下しない，という

条件下で運用されることを条件とする．言い換えると，システム切替の対象となるユーザが

切替先の無線システムに収容される場合に，個々の無線システム内のリソース制御にお

いてアドミッション制御が行われる状況や，要求 QoS をもつアプリケーションを利用してい

るユーザに影響を及ぼすような状況は，本リソース制御の適用条件として想定しない．図 

4.2 を用いて，リソース制御の適用条件を上記のように定めた理由を説明する． 

 図 4.2では，3 Mbpsの伝送容量をもつシステム A と 10 Mbpsの伝送容量をもつシステ

ム Bの二つの異種無線システムをヘテロジニアスネットワークとして扱い，ユーザ#1からユ

ーザ#6までの 6ユーザがシステム Aのエリア内に，ユーザ#7からユーザ#26までの 20ユ

ーザがシステム Bのエリア内に位置し，システム Aに位置するユーザ#6のみが，システム

Bのエリアに移動する状況を仮定する．また，図 4.2では個々のユーザのアプリケーション

に対する要求伝送速度は 500 kbpsで同一アプリケーションの利用を仮定し，また，各ユー

ザの要求伝送速度を満たすよう，システム A もシステム B も QoS制御に対応していると仮

定する．図 4.2 の左側に示すように，ユーザ#6 がシステム A のエリアにいる場合，システ

ムAもシステム Bも共にリソース利用率が 1.0の状態であり，図 4.2の右側に示すようにユ

ーザ#6 がシステム B に移動してもヘテロジニアスネットワークによる伝送容量増大の利点

や，システム選択による柔軟なリソース制御の利点を見いだせない．さらに，システム B の

リソース利用率が 1.0 の状態では，ネットワーク主導の統合的制御に基づき，ユーザ#6 に

対してシステム Bへの切替を指示しても，システム Bにそれを収容するだけの空きリソース

がないため，これを無線システムB内のリソース制御に反映することができず，ユーザ#6を

システム Bに収容することができない． 

 ここで，システム B内のリソース制御によっては，システム Bのリソース利用率が 1.0の状

況において図 4.2の右側に示すように，ユーザ#6をシステムBに収容すべく，既に接続し

ているユーザ#7からユーザ#26のいずれかの接続をアドミッション制御により切断してユー

ザ#6の接続を受け付け，あるいはシステムBに接続中の他のユーザの伝送速度低下を許

容してユーザ#6の接続を受け付け，システム B を合計 21ユーザで運用しリソース利用率

1.0を維持する制御もあり得る．このようなシステム B内のリソース制御を活用すればシステ

ム Aのリソース利用率を低下させることが可能となることから，これもヘテロジニアスネットワ

ークにおける統合的制御の一形態と捉えることが可能である．しかしながら，前者のリソー

ス制御の場合，いずれかのユーザの接続を切断して新たにユーザ#6 の接続を受け付け

ても，システム B 内のリソース制御によるリソース再配分にとどまり，ネットワーク主導による

ヘテロジニアスネットワークの伝送容量増大にはつながらず，また切断すべきユーザをい

かにして選択すべきかは，ヘテロジニアスネットワークのみで生じる課題ではなく，単一の

無線システム内におけるアドミッション制御の課題でもある．また，後者のリソース制御の場 
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図  4.2 ネットワーク主導リソース制御の適用範囲  

 

合，いずれかのユーザもしくは全員が 500 kbpsの要求伝送速度を満たせなくなり，ユーザ

の通信品質向上の観点から望ましいとは言えない．したがって，図 4.2 の例に示すように，

システム切替の対象となるユーザのリソースを確保できない状況や，対象となるユーザの

切替に伴って，切替先無線システムに接続され，要求 QoS をもつアプリケーションを利用

しているユーザの通信品質が低下するような状況については本論文のリソース制御の効

果を検証する対象とはしない． 

 

4.4.3 ネットワーク主導リソース制御フロー 

 4.4.1 節で述べた制御ポリシーに基づき，ネットワーク主導のリソース制御について，一人

のユーザ (端末) に対する制御に着目して具体的に述べる．ここでは第 3 章において定

義したコグニティブ無線基地局が，EVDO, WiMAX, 無線 LANの三つの無線システムか

ら構成され，WiMAXのみがユーザが使用するアプリケーションに応じたQoSクラスに応じ

たリソース制御に対応し，EVDO と無線 LANは，どのアプリケーションも同じ優先度で扱う

と想定する．また WiMAX, 無線 LAN の受信感度をそれぞれ Sensitivity_wimax, 

Sensitivity_wlan と定義する．さらに WiMAX へシステムを切り替えるための (あるいは

WiMAX から EVDO へ切り替えるための) システム切替閾値を Threshold_RSSI_wimax, 

同様に無線 LANへシステム切替を行う (あるいは無線 LANから EVDOへシステム切替

を行う) システム切替閾値を Threshold_RSSI_wlan と定義し，これらの閾値の値はそれぞ

れの無線システムの受信感度以上の値を設定することとする． 
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 提案リソース制御方式では，まず，ヘテロジニアスネットワークの各空間における無線環

境を認識するため，各無線システムの基地局もしくはアクセスポイントから各端末の RSSI

値を取得する必要がある．そこで WiMAX のアクセスポイントから取得されるこの端末の

RSSI値を RSSI_wimax_ct, 無線 LAN のアクセスポイントから取得されるこの端末の RSSI

値を RSSI_wlan_ct とする．次にそれぞれのシステムにおいて，RSSI値と，システム切替閾

値との比較を周期的に行い，その無線システムへの切替可能性を判断する．次に，システ

ム切替の候補となる無線システムを特定するため，そのユーザのシステム切替後の伝送

容量，及び，無線システムの空き伝送容量を推定する．空き伝送容量は各アクセスポイン

トに接続されている端末のアプリケーションの情報や，アクセスポイントに接続されている

端末数等の情報をもとに推定する．また，3.5.2.1 節で述べた通り，測定した受信電力強度

をもとに，WiMAX に切替後に期待される伝送容量 (Ex_throughput_wimax), 無線 LAN

に切替後に期待される伝送容量 (Ex_throughput_wlan) をそれぞれ推定する．当該ユー

ザの伝送容量が，切替後に増大することが期待でき，かつ，切替後に期待される当該ユ

ーザの伝送容量が切替先のシステムの空き伝送容量よりも小さい場合には，システム切

替推奨の候補に入れる．逆に切替後に期待される当該ユーザの伝送容量が，現状の伝

送容量よりも小さい場合，あるいは，システム切替後に期待される当該ユーザの伝送容量

が，切替先のシステムの空き伝送容量よりも大きい場合には，システム切替推奨の候補に

は入れないようにする． 

 以上述べた観点に基づき，ヘテロジニアスネットワーク側において，システム切替推奨候

補となる無線システムの数をカウントする．このフローを図示すると図 4.3に示す通りとなる．

コグニティブ無線基地局のサービスエリアは，対象とする異種無線システムの中に携帯電

話システムである EVDO が含まれる場合，端末はヘテロジニアスネットワーク内のいずれ

の場所においても，少なくとも EVDO を用いた通信が可能であると考える．そこで EVDO

に対してシステム切替の推奨候補にするか否かの計算は不要とし，図 4.3 に示すように

WiMAX及び無線 LANがシステム切替の推奨候補となるか否かについて判断している． 

 図 4.3のフロー実施後，切替推奨候補となる無線システムの数は，”2” (WiMAX と無線

LANの両方とも切替推奨候補) の場合と，”1” (WiMAXのみが切替推奨候補，あるいは，

無線 LAN のみが切替推奨候補) の場合と，”0” (WiMAX と無線 LAN が共に切替推奨

候補とならない) 場合に分けられる．ユーザが利用するアプリケーションの QoS を可能な

限り満たしつつ，異種システム間のロードバランスと伝送容量増大の両立を実現するため

に，切替推奨候補の無線システム数に応じて以下の指針で無線システムを選択する． 
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図  4.3 システム切替推奨候補の無線システム数カウントフロー  

 

 
 

図  4.4 切替推奨候補の無線システム数が 2 の場合の制御フロー  

 

(1) 切替推奨候補の無線システム数が 2の場合，ユーザのアプリケーションに対する要求

QoS と異種システム間のリソース利用効率の平準化の両立を図ることが可能であると

考え，音声やストリーミングなどリアルタイム系のアプリケーションの場合には QoS 制

御に対応可能なWiMAXを選択，それ以外のアプリケーションの場合にはWiMAXと

無線 LAN のうち現在の空き帯域の大きい方のシステムに切り替える．図 4.4 にこの

場合における制御フローを示す． 
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図  4.5 切替推奨候補の無線システム数が 1 の場合の制御フロー  

 

 (2) 切替推奨候補の無線システム数が 1 の場合には，端末のモビリティ確保と伝送容量

向上が可能と考える．この場合，切替推奨候補となった無線システムがWiMAXか無

線 LAN かによって制御フローが異なり，図 4.5 に制御フローを示す．図 4.5 に示す

通り，切替推奨候補システムが WiMAX である場合，アプリケーションに対する要求

QoS を満足する可能性の高い WiMAX を選択する．一方，切替推奨候補システムが

無線 LANである場合，WiMAXの RSSI値をWiMAXの Sensitivity_wimax と比較す

る．WiMAX の RSSI 値が，Sensitivity_wimax よりも小さい場合，WiMAX を用いた通

信は不可能であることから，推奨された切替候補に従い，無線 LAN を選択する．一

方，WiMAXのRSSI値が Sensitivity_wimaxよりも大きい場合，品質を満たせるとは限

らないが WiMAX での通信が可能であることから，推奨候補とはならなかった

WiMAXをシステム切替の候補として入れる．この理由は，WiMAXは QoS制御に対

応しており，無線 LAN よりも低遅延な通信を見込める可能性があるためである．この

観点に基づき，ユーザのアプリケーションが音声やストリーミングなどリアルタイム系の

アプリケーションの場合には QoS 制御に対応する WiMAX を選択して，低遅延な通

信の可能性に期待し，非リアルタイム系のアプリケーションの場合には，切替推奨候

補に挙げられていた無線 LAN を選択する． 

 (3) 切替推奨無線システム数が 0 の場合，ユーザの通信品質向上は満たせないが，ア

プリケーション利用の継続化を図るため，受信感度を上回る受信信号強度の無線シ

ステムの有無を確認する．都市部などの限られた地域ではWiMAXや無線 LANエリ

アも普及しつつあるが，ヘテロジニアスネットワークのエリア内において EVDO利用可

能エリアが他の無線システムと比較して一番広いため，様々なユーザがヘテロジニア

スネットワーク内の空間を移動することを考えると，EVDO利用可能エリアに存在する 
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図  4.6 切替推奨候補の無線システム数が 0 の場合の制御フロー  

 

   確率は他の無線システムと比較して大きいと考える．また 2009 年 11 月現在，EVDO

を採用している au (KDDI) の加入者が約 3126万人に対してWiMAX を採用してい

るUQコミュニケーションズは約 2万人であることから [78]，ヘテロジニアスネットワーク

環境においては EVDO 接続ユーザが多い状況であると考えられる．そこで，切替推

奨無線システム数が 0 の状況においても EVDO の利用率減少を図ることがシステム

間の利用率平準化につながる可能性が高いと考え，受信感度を上回る受信信号強

度をもつ無線システムが存在する場合には，その無線システムへ切り替える．

WiMAX と無線 LAN の両システムの受信信号強度が共に受信感度を上回る場合，

EVDOに次いで利用可能なエリアの広いWiMAXの利用率減少を，EVDOの場合と

同様の理由により図り，無線 LAN に切り替える．WiMAX の受信信号強度のみが受

信感度を上回る場合にはWiMAXに切り替え，無線 LANの受信信号強度のみが受

信感度を上回る場合には無線 LAN に切り替える．受信感度を上回る受信信号強度

をもつ無線システムが存在しない場合には，EVDO での通信を行う．図 4.6 にこの制

御フローを示す． 

 

 これらの一連の制御フローにおいてRSSI値がシステム切替閾値近辺の値となる場合，リ

ソース制御を行うたびにシステムが切り替わることで通信相手までパケットが到達せず，パ

ケットロスが発生する問題がある．この問題に対し，システム切替閾値を二つ設け，RSSI

値が二つの閾値内に収まる場合にはシステム切替を実施しないなどの方法により，システ

ム切替頻度を軽減する必要がある．本論文ではシステム切替頻度を軽減する観点につい

て以下の通り考える．まずパケットロスを軽減するための前提として，提案リソース制御は

ネットワーク層に実装し，また，受信感度以上の値をシステム切替閾値に設定することで，

システム切替前後においても少なくとも一つの無線システムとの通信回線との接続は常時

保証されている状態とし，End-to-End での TCP コネクションを保持することとする．この場
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合，消失したパケットはシステム切替に起因するもの，無線区間における伝送誤りによるも

の等の発生理由を問わず，TCPの再送制御により再送されて通信相手に到達可能と考え，

無線システム切替閾値にはヒステリシスは設けず，無線システム毎に一つの切替閾値とし

ている． 

 次に，無線システムの切替頻度に深く関わる無線システム切替の最短周期ついて述べ

る．TCP のパケットロスに対する再送制御のタイマ RTO (Retransmission Timeout) は

RFC793 [38] において RTT (Round Trip Time) の関数として規定され，Microsoft 

Windowsの RTO初期値は 3秒 [79], Linuxにおける RTO最小値は 200 ms となってい

る [80]．しかし無線システムを想定した場合，RTTは 100 ms程度であり [81]，無線システ

ムにおいて 100 msから数 100 msの RTT を前提とした TCP などの通常のトランスポート

プロトコルの動作実績が既にある状況となっている．ここで，RFC793 [38] における RTO

は，RTT を平滑化した SRTT (Smoothed Round Trip Time) をもとに式 (4.1) (4.2) により

求められ，最小の再送時間を LBOUND，最大の再送時間を UBOUND とし，設定例として

UBOUND = 1分，LBOUND=1秒，β=1.3~2.0が紹介されている． 

      SRTT = (α×SRTT) + ((1－α)×RTT)                       (4.1) 

       RTO = min [UBOUND, max[LBOUND, (β×SRTT) ] ]             (4.2) 

現在国際標準化が進行中である第 3.9世代の HSPA+ (High Speed Packet Access +) で

は RTT=30 ms をめざしており，β=2 とすると，RTTの約 2倍の値を RTO として設定する

ことが可能であることから，RTTの観点に基づくと無線システムにおける RTO最小値は 60 

ms 程度が限度であると考えられる．また TCP では再送制御を行うにあたり経過時間等を

計測するタイマが必要であり，TCPのタイマ精度を 50 ms, 100 ms とした場合，RTO を 500 

ms に設定可能との検討例 [82] があり，TCP タイマの精度の観点に基づくと，通常の

TCP 動作は 50 ms が限度であると考えられる．さらに，提案リソース制御の実装上の観点

に基づくと，基地局から収集される無線環境の情報の最短の取得周期は例えばフレーム

単位(EVDOの場合，26.6 ms) となるが，瞬時変動の影響を軽減するため数フレームにわ

たってこれらの情報を平均化 (もしくは重み付け) した上で使用するべきであり，無線環

境認識サーバに収集される無線環境情報の更新周期も 100 ms程度とならざるを得ない． 

 以上述べた観点に基づき，通常のトランスポートプロトコルを用いて通信が行えるよう，

本提案リソース制御においては，システム切替の最短周期として 100 ms を想定する． 

 なお，100 ms よりも早い周期でのシステム切替に伴うパケットロスに対する対策技術とし

ては，トランスポート層と連携した制御が必要と考える．まず UDP の場合は再送制御がな

いため，上述した通り提案リソース制御におけるシステム切替閾値を複数設けるなどして

システム切替の切替頻度を 100 ms のオーダーに軽減する技術が必要と考える．TCP 制

御の場合，無線システムの基地局間ハンドオーバや，無線システム間の垂直ハンドオー
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バにおいてパケットロス増加に伴う再送制御による伝送速度低下を改善する技術として，

Freeze-TCP [39] や M-TCP [40] などが提案されている．これらの技術ではミリ秒単位で

のパケットロスが頻繁におきても，伝送速度改善が図られており [39]，これらトランスポート

層における技術と連携した制御を行うことでネットワーク層においてミリ秒単位の切替を行

うことも可能となると考える．しかしながら，本提案リソース制御では通常のトランスポート層

の使用を前提とした上でネットワーク層における統合制御に焦点を絞り，複数のシステム

切替閾値を設けることや，Freeze-TCPなどの TCP改良技術との連携を含めた伝送容量向

上は本論文では対象外とする． 

 

 

4.5 異種システム間システム切替プラットフォーム 
 

 4.4 節で述べたヘテロジニアスネットワークにおけるネットワーク主導の統合リソース制御

を実現するためには，プラットフォームとしてネットワーク主導の高速なシステム切替機能

が必須であり，同時にユーザのアプリケーション利用の観点からこのシステム切替をユー

ザが意識しなくて済むようにしなければならない．そこで，図 4.7 に示すプラットフォームを

提案する．まず複数の無線システムを切り替えるための無線システム切替スイッチをネット

ワーク側に新規に配置し，異種無線システム間の切替をネットワーク層で実装する．ネット

ワーク主導のシステム切替のためには第 3章で述べた各空間におけるコグニティブ無線を

活用した無線環境認識技術が必要であり，各無線システムのアクセスポイントから受信信

号強度などの情報を収集する無線環境認識サーバもネットワーク側に配置する．ここでユ

ーザのアプリケーションに対する QoS と伝送容量増大化を考慮したシステム間のリソース

利用率の平準化を実現するため，それぞれの無線システムに接続しているユーザ数など

のMAC層の情報や，ユーザアプリケーションの情報も無線環境認識サーバに収集させる

こととする．そして収集されたこれらの情報を用いて，制御方針を無線システム切替スイッ

チ内のルーティング情報に反映させることにより高速なシステム切替を行い，ネットワーク

主導の統合的なリソース制御を実現する． 
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図  4.7 提案プラットフォーム 

 

4.6 計算機シミュレーション 

4.6.1 基本シミュレータによる動作確認 

4.6.1.1 シミュレーション諸元  
  

 受信信号強度 (RSSI) による各空間の伝送容量把握結果に基づき，アプリケーション

に応じたQoSを考慮した無線システム間の平準化を行う，提案リソース制御方式の有効性

を確認するため，OPNET をベースに WiMAX と無線 LAN により形成されるヘテロジニア

スネットワーク内の空間を端末が移動する状況を模擬するシミュレータを構築した．表 4.1

にシミュレーション諸元を，表 4.2 にユーザが利用するアプリケーションの仕様を示す．な

お同表に示す通り，ユーザ#2については特に QoS を必要とするアプリケーションではなく，

アプリケーションが要求する帯域は特にないが，伝送容量に着目するため，アプリケーショ

ンとして 28.8 Mbps の平均データ送出速度を有する固定長データを周期的に送信するこ

ととし，トランスポートプロトコルとしてUDPを用い，無線回線におけるパケットロスを許容す

ることとした． 
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表  4.1 シミュレーション諸元  

項目 仕様 

準拠方式 IEEE 802.16e 

周波数帯 2.5 GHz 

対応 QoS クラス rtPS, BE 

送信電力 20 dBm 

雑音指数+実装損失 13 dB [4] 

WiMAX 

受信感度 －97 dBm 

準拠方式 IEEE 802.11g 

周波数帯 2.4 GHz 

送信電力 0 dBm 

雑音指数+実装損失 15 dB [76] 

システム切替閾値 －90 dBm 

無線 LAN 

受信感度 －90 dBm 

伝搬路 ITU-R M.1225 Pedestrianモデル [74] 

端末移動速度 4 km/h (歩行を想定)  

端末移動時間 60秒間 (移動経路は図 3.6 に示す通り)  

 

表  4.2 各ユーザのアプリケーションと QoS 

ユーザ アプリケーション 対応 QoS TOS値 トランスポート層 要求帯域 

# 1 動画ストリーミング rtPS  7 UDP 4.8 Mbps 

# 2 ファイルダウンロード BE  0 UDP なし  

 

4.6.1.2 基本シミュレータの動作シナリオ  
 

 図 4.8 にシミュレータの外観と端末の移動経路を示す．基本的には 3.5 節と同一のシミ

ュレーション諸元，同一のシナリオを用い，WiMAX のみがサービスされるエリア内から移

動経路に沿って速度 4 km/hで移動し，WiMAX と無線 LANの双方がサービスされるエリ

アを通過した後，再び WiMAXのみがサービスされるエリアに入り，移動を終了するものと

する．この間の移動時間は 60秒である．ここで本節の動作シナリオが 3.5節と異なる点は，

この移動経路に沿って移動するユーザを複数配置していることのみである．また表 4.2 に

示されるように，QoS については，ユーザ#1 の利用するアプリケーションにおいてリアルタ

イム性を求められることから，ユーザ#2 より優先度の高い QoSが設定されている．なお， 
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図  4.8 基本シミュレータの外観と端末の移動経路  

 

WiMAXにおけるリソース制御では表 4.2に示す TOS値が適用される． 

 評価にあたっては，アプリケーションに応じた QoS クラスをリソース制御において考慮す

ることの有効性の度合いを把握するため．QoS クラスをリソース制御において考慮せず受

信信号強度 (RSSI) のみを用いて切替制御を行う方式 (以下，「RSSI 値に基づく制御方

式」) の伝送容量も合わせて取得し，比較を行う． 

 

4.6.1.3 基本シミュレーション評価結果  
 

 図 4.9 に各制御方式における各ユーザの伝送容量のシミュレーション結果を示す．図 

4.9 の横軸は端末の移動経過時間，縦軸はそれぞれのリソース制御方式で制御した場合

の伝送容量を示しており，左が RSSI 値に基づく制御方式，右が提案リソース制御方式に

よる伝送容量を示している． 
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図  4.9 提案リソース制御方式よる各ユーザの伝送容量  

 

 端末移動開始時刻 (t=0 秒) においてアプリケーションを起動し，無線回線の確立手順

を経て，WiMAXを用いて通信が開始される時刻 (t=12秒) から無線 LANを検出する時

刻 (t=30 秒) までの間は WiMAX のみが使用可能であると判断され，2 ユーザ共に

WiMAXを使用して通信を行っている．この際，WiMAXにおけるQoS制御により，ユーザ

#1 のストリーミングの優先度が高く設定され，ユーザ#1 の伝送速度は 4.8 Mbps に保持さ

れているが，残りの伝送容量をユーザ#2 が使用することとなり，ユーザ#2 の伝送速度は

1.4 Mbps程度となっている．無線 LAN検出時刻 (t=30秒) において無線 LANも使用可

能であると判断され， RSSI 値に基づくリソース制御方式では，このタイミングで無線 LAN

の RSSI 値が受信感度を上回るため，2 ユーザ共に無線 LAN に接続される．ただしその

際，無線 LAN ではユーザのアプリケーションに対する QoS は特に考慮されないため，2

ユーザで無線 LAN の伝送容量を配分することとなる．この時刻におけるシミュレーション

結果では，ユーザ#1 の平均伝送速度は約 4.2 Mbps となり，ストリーミングが要求する 4.8 

Mbps の伝送速度を満たせていないが，ユーザ#2 は WiMAX と比較して伝送容量の大き

い無線 LAN を選択したことで伝送速度は向上している． 

 一方，提案リソース制御方式では，端末移動開始時刻 (t=0 秒) から無線 LAN を検出

する時刻 (t=30秒) までは共にWiMAXで通信を行っていることから，WiMAX基地局に

接続する端末数が 2，無線 LAN アクセスポイントに接続する端末数が 0 の状態であり，こ

れらの情報等から図 4.3 における空き伝送容量を求めた結果，無線 LAN の空き伝送容

量が大きい状態となっている．無線 LANのエリアに移動し無線 LAN検出時刻 (t=30秒) 

になると，2ユーザ共に無線 LANが切替推奨候補システムとなり，図 4.4に基づき，動画

ストリーミングを利用しているユーザ#1 は，QoS 制御に対応しているシステムである

WiMAXを選択し，ファイルダウンロードを利用しているユーザ#2は無線 LANを選択する

ことで，アプリケーションに応じた QoS を考慮しつつ無線システムのリソース利用率の平準
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化を行う．この結果，ユーザ#1 はこの時刻においても WiMAX での通信を継続することで

4.8 Mbps のストリーミングを安定した品質で受信し，ユーザ#2 も無線 LAN の伝送容量を

一人で占有することで， RSSI 値に基づく制御方式と比較してさらに伝送速度が向上し，

個々のユーザの通信品質向上とヘテロジニアスネットワークの伝送容量増大を実現して

いることがわかる． 

 以上の結果から，提案リソース制御方式により，ユーザが利用するアプリケーションの通

信品質向上と伝送容量増大の観点でシステム間のロードバランスを図ることが可能であり，

本提案制御方式の有効性を確認することができた． 

 

4.6.2 システムシミュレータによる評価 

 本提案リソース制御が，より一般的な環境，かつ，より多くのユーザの存在する環境で有

効であることを確認するため，WiMAX と無線 LAN のみならず，携帯電話システムの

EVDO をヘテロジニアスネットワークを構成する無線システムとして加えたシステムシミュレ

ータを開発し，ユーザの初期位置，移動速度，及び，移動方向をランダムに設定した場合

の提案リソース制御方式の動作を確認する． 

 

4.6.2.1 シミュレーション諸元  
 

 EVDO, WiMAX, 無線 LANの三つの無線システムを対象としたシミュレータの開発にあ

たっては OPNET を開発環境として用いた．図 4.10 にシミュレータの外観を，表 4.3 にシ

ミュレータの諸元を示す． 

 シミュレータの開発において，EVDO についてはアプリケーションの QoS に応じた優先

制御機能をもたないことから，各ユーザへ同一の優先度で，無線環境を考慮してリソース

を配分すればよいと考え，ユーザの位置，及び EVDO アクセスポイントに接続しているユ

ーザ数をもとにそのユーザの伝送速度を算出する簡易実装とした．具体的にはまず，ユ

ーザの位置と基地局との距離に基づき受信電力を計算し，その値に基づいてそのユーザ

が伝送可能な最大伝送容量を求める．次に EVDO に接続するすべてのユーザに対して

通信機会が均等に与えられるラウンドロビン方式で通信時間を配分すると仮定して，各ユ

ーザの伝送速度を求める．図 4.11 を用いて，この実装方法を具体的に説明する．図 

4.11 は EVDO エリアに 2 ユーザが存在する状況を示しており，まずそれぞれのユーザの

位置から，そのユーザが伝送可能な最大伝送容量を求める．ユーザ#1 は基地局に近く，

一人で EVDOシステムを占有した場合に 2.4 Mbpsの通信が可能，ユーザ#2は基地局か

ら遠く，一人で EVDOシステムを占有しても最大 153.6 kbpsの通信が可能と算出する．次 



第 4 章 ヘテロジニアスネットワークにおけるリソース制御技術 

 58 

 

 
図  4.10 システムシミュレータの外観  

 

表  4.3 システムシミュレータの諸元  

 
 

に，ユーザが利用するアプリケーションに関わらず，この 2 ユーザに対して均等な通信機

会をラウンドロビン方式で配分し，ユーザ#1，ユーザ#2の通信機会をそれぞれ 1/2とする．

これらの情報に基づき，各ユーザの伝送速度を算出し，この状況においては，ユーザ#1

の伝送速度は 1.2 Mbps，ユーザ#2の伝送速度は 76.8 kbps となる． 
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図  4.11 EVDO における各ユーザの伝送速度算出方法  

 

 なお WiMAX についてはアプリケーションに応じた優先制御等を考慮する必要があるこ

と，無線 LANについては CSMA/CAによる送信停止の時間等を考慮する必要があること

から，シミュレータ上で実際にパケットを送受信して，単位時間あたりのパケット伝送量を

測定することで伝送速度を算出している． 

 

 

4.6.2.2 シミュレータ動作シナリオ  
 ユーザ位置や移動の偏りの平滑化を図るため，シミュレーションエリア内には試行毎に

10 人のユーザをランダムに配置し，ユーザ毎にランダムな方向に，かつ，異なる速度で直

進することとした．なお 10人のユーザのアプリケーションはすべて同一とし，アプリケーショ

ンにおけるデータ送出速度も同一とした． 

 

 

4.6.2.3 伝送容量の期待値  
 本節では開発したシミュレータのシミュレーション環境における伝送容量の期待値につ

いて算出する．図 4.12に l箇所の EVDOエリアの中に m箇所のWiMAXエリア，n箇所

の無線 LANが混在するヘテロジニアスネットワークの例を示す．ここで一つのWiMAXエ

リアのエリア率 (EVDOを 1とした場合の相対的なエリア面積の割合) をLwimax，無線LAN

のエリア率を Lwlanとし同時通信しているユーザを k 人とすると，平均ユーザ伝送容量はそ

れぞれの無線システムのアクセスポイントが有する最大伝送速度とそのエリア率から 

 

 伝送容量 [bps] = (2.4 M×l + 11.3 M×m× Lwimax+54 M×n× Lwlan) ／k  (4.3)  
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図  4.12 ヘテロジニアスネットワークにおける伝送容量  

 

となる．今回のシミュレーションでは，半径 500 mの EVDOエリアが 2箇所，そのエリア全

体の中に半径 200 mのWiMAXエリアが 4箇所，半径 100 mの無線 LANエリアが 5箇

所ある環境に，ユーザが 10 人いることから，l=2, m=4, n=5, k=10 であり，Lwimax= 0.16，

Lwlan= 0.04 となるため，伝送容量期待値は 2.28 Mbps となる． 

 この期待値は，4.6.2.4 節及び 4.6.2.5 節のシミュレーション環境において到達可能な平

均伝送容量であり，伝送容量増大の観点からは，4.6.2.4節及び 4.6.2.5節のシミュレーショ

ン環境において，提案リソース制御により実現できる平均伝送容量を，この期待値に近づ

けることが目標となる． 

 

 

4.6.2.4 シミュレーション結果  (UDP) 
4.6.2.4.1 アプリケーション平均データ送出速度=104 kbpsの場合 
 ユーザが使用するアプリケーションには様々なものがあるが，伝送容量の観点に注目す

るため，シミュレーション評価にあたってはアプリケーションとして，13 回／秒の一定間隔

で固定長データを送信するものを想定した．まず，音声通信やメール送受信等，ユーザの

アプリケーションに対する要求が比較的緩い場合，上記アプリケーションにおいて 1000 

Byte の固定長データを送信することとし，10 人のユーザのアプリケーションに対する平均

データ送出速度を 104 kbps (1000×8×13=104 kbps) とした．トランスポートプロトコルとし

ては UDP (User Datagram Protocol) を用い，WiMAX と無線 LANへのシステム切替閾値

は受信感度よりも 10dB程度大きい値とし，それぞれ －80 dBm としてシミュレーションを行

った．なお提案リソース制御方式による伝送容量増大の効果の度合いを確認するため，

ユーザの初期位置における無線システムのみで通信を継続する制御を従来システム 

(Legacy System) と呼ぶことにし，この制御による伝送速度も測定し，比較を行った． 
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図  4.13 端末配置と各ユーザの移動経路  (平均データ送出速度=104 kbps) 

 

 図 4.13 に本シミュレーションを実行した際に設定された各端末の初期位置及び移動経

路を示す．またシミュレーション結果として出力される各ユーザの伝送速度及びシステム

切替履歴のうち，WiMAX と無線 LANのエリアを通過するユーザ#1に注目し，図 4.14に

ユーザ#1の伝送速度及びシステム切替の履歴を示す．  

 図 4.13 に示す通り，ユーザ#1 は初期位置において EVDO で通信を行い，続いて

WiMAX のエリア，次いで無線 LAN のエリアを通過し最終的に EVDO のエリアに向かう

ルートで進行する．図 4.14 の横軸はシミュレーションにおける経過時間を，上側のグラフ

はその時刻におけるユーザ#1 の伝送速度 (bps) を，下のグラフはその時刻において選

択された無線システムをそれぞれ示している．なおこのユーザの場合における比較対象

である従来システムは，初期位置であるEVDOで通信を開始してからシステム切替を行わ

ずに最後まで EVDOで通信を行うものである． 図 4.14 より提案リソース制御方式ではユ

ーザ#1が EVDOのエリアからWiMAX，無線 LANのエリアに入り再び EVDOのエリアに

移動する際にそれぞれ無線システム切替が行われ (時刻 t=約 10分，t=約 15分，t=約 23

分)，またWiMAXや無線 LANに切り替えることにより伝送速度が増大していることがわか

る．また提案リソース制御方式と従来システム，それぞれの場合における 10人のユーザの

平均伝送容量を表  4.4に示す．表  4.4に示す通り，本提案リソース制御を用いることによ

り，初期位置における無線システムでの通信を継続する従来システムと比較して，約 1.5

倍の伝送容量増大効果が得られ，提案リソース制御が有効であることを確認できた． 
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図  4.14 ユーザ伝送速度とシステム切替履歴例   

(平均データ送出速度=104 kbps)  

 

表 4.4 伝送容量比較 (平均データ送出速度=104 kbps)  

制御方式 平均伝送容量 

切替制御なし (従来システム) 37.3 kbps 

提案リソース制御方式 56.1 kbps 

 

 

4.6.2.4.2 アプリケーション平均データ送出速度=416 kbpsの場合 
 次に，比較的大きい容量のデータ通信が行われた場合においても提案リソース制御が

有効であることを検証するため，同じ UDP プロトコルをベースとする同一のアプリケーショ

ンにおいて 4000 Byteの固定長データを送信することとし，10人のユーザの平均的なアプ

リケーションに対する平均データ送出速度を 416 kbps に設定した上で，WiMAX と無線

LANへのシステム切替閾値は先ほどと同様，それぞれ －80 dBm を設定してシミュレーシ

ョンを実行した．  

 図 4.15 に本シミュレーションを実行した際に設定された各端末の初期位置及び移動経

路を示す．また図 4.16にシミュレーション結果として出力される各ユーザの伝送速度及び

システム切替履歴のうち，例としてユーザ#5 とユーザ#9 の伝送速度及びシステム切替の

履歴を示す．ユーザ#5は図 4.15に示す通り，EVDOのエリアを初期位置とし，WiMAXと

無線 LAN のエリアを通過して再び EVDO のエリアに移動するユーザであり，このユーザ

の伝送速度及びシステム切替履歴を図 4.16の左側に示す．このシミュレーション結果に  



4.6 計算機シミュレーション 

 63 

 

図  4.15 端末配置と各ユーザの移動経路  (平均データ送出速度=416 kbps) 

 

 

図  4.16 ユーザ伝送速度とシステム切替履歴例   

(平均データ送出速度=416 kbps) 

 

おいても 4.6.2.4.1節の結果と同様，システム切替を行うことにより伝送容量が向上すること

がわかる． 

 一方，図 4.15 に示す通り，同じ試行において WiMAX を初期位置とし WiMAX のエリ

アから EVDOのエリアに移動するユーザ#9のシミュレーション結果は図 4.16の右側に示 
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表  4.5 伝送容量比較 (平均データ送出速度=416 kbps)  

制御方式 平均伝送容量 

切替制御なし (従来システム)  121.0 kbps 

提案リソース制御方式 220.3 kbps 

 

す通りとなる．このユーザの場合，比較対象の従来システムは，初期位置である WiMAX

で通信を開始してからシステム切替を行わずに WiMAX のエリアにいる間 WiMAX で通

信を行い，EVDO エリアでは WiMAX のアクセスポイントからの距離が遠いために

WiMAXのリンクが切断して通信できないものになる． 

 図 4.16より，WiMAXから EVDOに切り替える (時刻 t=7分) 提案リソース制御よりも圏

外になるまで (時刻 t=9 分) WiMAX で通信を継続する従来システムの方が伝送速度が

速い結果となっており，端末の場所や移動状況によっては提案リソース制御の方が伝送

速度を低下させる可能性もある． 

 提案リソース制御方式と従来システムそれぞれの場合における 10 人のユーザの平均伝

送容量を表 4.5に示す．表 4.5に示す通り，ヘテロジニアスネットワーク全体として統合的

な制御を行う提案リソース制御により伝送容量は 2倍程度向上しており，また，無線システ

ム間のリソース利用率平準化に伴い，ヘテロジニアスネットワークを構成する EVDO よりも

伝送容量が大きい WiMAX や無線 LAN を積極的に利用した効果により，低速なデータ

送出速度の場合よりも，その向上の度合いが大きくなっていることがわかる． 

 

4.6.2.4.3 提案リソース制御方式における切替閾値の最適化 
 

 提案リソース制御方式においてはこれまで述べた通り，各無線システムにおける受信感

度を用いた利用可能なシステムの検出に加え，システム切替を行うための閾値を設けて

いる．システム切替後にその無線システムで安定した通信が継続できるよう，システム切替

閾値はそれぞれの無線システムの受信感度よりも大きい値を設定している．ここでシステ

ム切替閾値を大きい値に設定すると，切替後に安定した通信品質が見込めるが，システ

ム切替制御が可能なエリアが狭くなる．また一方，システム切替閾値を低く設定すると，シ

ステム切替制御が可能なエリアは広くなるが，伝搬路変動の影響を受け無線回線が切断

される確率が高くなり，またWiMAXや無線 LANを選択する確率が増えることで一つの無

線システムに負荷が集中し，ヘテロジニアスネットワーク全体の伝送容量が低下する可能

性もある．したがって，伝送容量増大の観点でシステム切替閾値をどの値に設定すべきか

評価しておく必要がある． 
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図  4.17 WiMAX切替閾値と平均伝送速度との関係  

 
図  4.18 切替閾値とユーザ伝送速度の関係  (左 :-83 dBm, 右 :-71 dBm)  

 

 そこで図 4.16で抽出した，WiMAXを初期位置としWiMAXのエリアから EVDOのエリ

アに移動するユーザ#9 に注目し，まず無線 LAN 閾値 (Threshold_RSSI_wlan) を －80 

dBm に固定し，WiMAX の切替閾値 (Threshold_RSSI_wimax) を －83 dBm から －71 

dBm まで変化させた場合の伝送速度を評価した．図 4.17 にシミュレーション結果を示す．

グラフの横軸は設定した WiMAX へのシステム切替閾値，縦軸はその時の伝送速度を示

している．図 4.17 より，WiMAXの切替閾値が最も小さい －83 dBmである状況において

最も伝送容量が増大していることがわかる．すなわち，WiMAX 切替閾値を下げ WiMAX

を選択する可能性を高めることにより伝送容量の向上が図れることがわかる． 

 時間経過に伴う，このユーザ#9における切替閾値= －83 dBmの場合の伝送速度と切替

閾値= －71 dBm の場合の伝送速度及びシステム切替履歴のシミュレーション結果を図 

4.18 に示す．提案リソース制御において，可能な限り WiMAX を使用するように無線シス

テム切替閾値を設定することにより伝送容量の向上が見込めることが，この図からわかる． 
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図  4.19 無線 LAN切替閾値と平均伝送速度との関係  

 

 同様に無線 LANを初期位置とし他システムのエリアへ移動する，図 4.15中に示すユー

ザ#2に注目し，今度はWiMAX閾値 (Threshold_RSSI_wimax) を，先ほどのシミュレーシ

ョン結果に基づき最も伝送速度向上が見込める －83 dBmに固定し，無線 LANの切替閾

値 (Threshold_RSSI_wlan) を －80 dBmから －68 dBm まで変化させた場合の伝送容量

を評価した．  

 図 4.19にシミュレーション結果を示す．横軸は設定したWiMAXへのシステム切替閾値，

縦軸はその時の伝送速度を示している．この場合もWiMAXの場合と同様，無線 LANの

切替閾値が －80 dBmである状況において最も伝送容量が増大しており，無線LAN切替

閾値を下げ無線 LAN を選択する可能性を高めることにより，伝送容量の向上が図れるこ

とがわかる． 

 これまでは，ある特定のユーザに注目した切替閾値の最適化につき評価を行ったが，こ

れらの切替閾値は結果として提案リソース制御におけるWiMAXや無線 LANを用いた通

信を選択するエリアが変わることになるため，ランダムな位置にいるすべてのユーザの平

均伝送容量を評価しておく必要がある．そこで，WiMAX 及び無線 LAN の切替閾値をそ

れぞれパラメータとした場合の平均伝送容量を評価した．シミュレーション結果を図 4.20

に示す． 

 図 4.20 の X,Y 軸はそれぞれの無線システム切替閾値，Z 軸 (縦軸) はその時の平均

伝送容量を示している．図 4.20よりWiMAXと無線 LANそれぞれにおいて無線システム

切替閾値を低く設定し，WiMAX と無線 LAN の選択確率を高めることで伝送容量の増大

が図れることがわかる．このように切替閾値をユーザの平均伝送容量増大の観点で最適

化した場合の平均伝送容量を表 4.6 に示す．表 4.5 で設定した切替閾値 (WiMAX 切

替閾値) で動作させた提案リソース制御の平均伝送容量よりもさらに 10 %程度伝送容量

が増大していることがわかる． 

 



4.6 計算機シミュレーション 

 67 

 
図  4.20 無線システム切替閾値と平均伝送容量の関係  

 

表  4.6 切替閾値最適化後の伝送容量比較 (平均データ送出速度=416 kbps)  

制御方式 平均伝送容量 

切替制御なし (従来システム) 138.8 kbps 

提案リソース制御方式 252.1 kbps 

 

 以上のことから，WiMAX と無線 LAN の選択確率を高めるようにシステム切替閾値を設

定して提案リソース制御を行うことにより，ユーザが初期位置での無線システムを用いて通

信を継続する従来システムと比較して，1.5 倍～2 倍程度の伝送容量増大が見込めること

を示した． 

 

 

4.6.2.5 シミュレーション評価結果  (TCP)  
 4.6.2.4 節の議論では，システム切替制御に注目し，パケット再送制御のない UDP 伝送

時において伝送容量増大が可能であることを示した．ヘテロジニアスネットワークの運用

時には FTP等，再送制御が行われる TCPパケットも送信されること，またヘテロジニアスネ

ットワークにおける異種無線システムの混在状態も様々でありネットワーク層で無線システ

ム切替を含めたリソース制御を行いつつ，上位層であるトランスポート層での制御が機能

するか評価する必要があることから，TCP 伝送時のシミュレーション評価を行う．なお本節

におけるシミュレーション評価では，TCP によるネットワーク層以下で破棄されたパケットの

再送や輻輳制御による伝送容量増大効果を UDP の場合と比較して評価することに焦点

を絞り，アプリケーションは UDPの場合と同一のアプリケーションで統一した． 
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4.6.2.5.1 アプリケーション平均データ送出速度=104 kbpsの場合 
 

 ユーザのアプリケーション，シミュレーション諸元及びシナリオは 4.6.2.4.1 節における

UDP 送信時と同一とする．なお提案リソース制御との比較のためにユーザの初期位置に

おける通信システムで通信を継続する従来システムにおける伝送容量も同時に測定し，ま

たトランスポートプロトコルの違いによる特性比較のために同一環境にてUDPパケットを送

信するシミュレーションも行った． 

 10 人のユーザの平均伝送容量を表 4.7 に示す．表 4.7 に示す通り，TCP を用いること

により伝送容量がさらに向上していることがわかる．これは UDP送信時と比較して TCP に

よる再送制御等の効果によりこれまで破棄されていたパケットを救済できるためと考えられ

る．  

 ここで破棄されたパケットの再送が行われているかを確認するため個々のユーザの瞬時

伝送速度に注目する．本試行における 10 人のユーザの初期位置及び移動経路は図 

4.13 と同一であり，例えば図 4.13 に示す通り初期位置において EVDO で通信を行い，

続いてWiMAXのエリア，次いで無線 LANのエリアを通過し最終的に EVDOのエリアに

向かうユーザ#1 を例に取り，このユーザの UDP 送信時と TCP 送信時の伝送速度及びシ

ステム切替履歴のシミュレーション結果を図 4.21に示す． 

 図 4.21 左側が UDP 送信時，右側が TCP 送信時のシミュレーション結果であり，グラフ

の横軸は端末の移動経過時間，縦軸は伝送速度とシステム切替履歴をそれぞれ示して

いる．このユーザの場合，UDP送信時には図 4.21左側の図に示す通り，初期位置である

EVDO で通信を開始している間にコンテンツのデータ送出速度を満足せずパケットのいく

つかが破棄され，WiMAX 切替時に帯域が広く確保された場合も WiMAX 回線による伝

送速度はアプリケーションにおける平均データ送出速度である 104 kbpsにとどまっている．

しかし TCP 送信時には図 4.21 の右側の図に示す通りこれらのパケットは破棄されず，

WiMAXへ切替を行い，帯域が広く確保できる状態となった時にこれまで溜まったパケット

の送信を行うため，3 Mbps 程度にまで通信速度が上がり，結果としてこれが伝送容量向

上に寄与していることがわかる．  

 

表  4.7 伝送容量比較  (平均データ送出速度=104 kbps)  

種別 
従来 

システム 

提案制御方式 

(UDP)  

提案制御方式 

(TCP)  

平均伝送容量 37.3 kbps 56.1 kbps 62.2 kbps 
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図  4.21 UDP送信時  (左 ) と TCP送信時  (右 ) の比較  

 (平均データ送出速度=104 kbps)  

 

4.6.2.5.2 アプリケーション平均データ送出速度=2.08 Mbpsの場合 
 ヘテロジニアスネットワークにおける統合制御は異種無線システムをネットワーク主導で

制御することにより伝送容量増大を狙うものであり，ファイル送受信など比較的高速な通信

が求められ，比較的ネットワークの負荷が高い環境においても，効果が得られなければな

らない．  

 そこで TCP 送信における 10 人のユーザのアプリケーションとしてはこれまでと同一のも

のを用い，20000 Byte の固定長データを一定間隔で送信することで，アプリケーションの

平均データ送出速度を約 2 Mbps に設定した上で，シミュレーションを実行した．なおトラ

ンスポートプロトコルの違いによる特性比較のために同一環境にて UDP パケットを送信す

るシミュレーションも行った． 

 図 4.22 に本シミュレーションを実行した際に設定された各端末の初期位置及び移動経

路を示す．ここで，図 4.22 に示す通り，EVDO のエリアを初期位置とし，WiMAX と無線

LAN のエリアを通過して再び EVDO のエリアに移動するユーザ#5 に注目し，図 4.23 の

左側にユーザ#5において UDPを用いた場合の伝送容量測定結果を，図 4.23の右側に

ユーザ#5において TCP を用いた場合の伝送容量測定結果を示す． 
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図  4.22 端末配置と各ユーザの移動経路  

 (平均データ送出速度=2.08 Mbps) 

 

図  4.23 UDP送信時  (左 ) と TCP送信時  (右 ) の比較  

 (平均データ送出速度=2.08 Mbps)  

 

表  4.8 伝送容量比較  (平均データ送出速度=2.08 Mbps)  

種別 
従来 

システム 

提案制御方式 

(UDP)  

提案制御方式 

(TCP)  

平均伝送容量 202.8 kbps 691.4 kbps 804.2 kbps 
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 図 4.23 より，UDP送信時には 2 Mbpsの要求速度を満たさないパケットは破棄されるた

め，図 4.23 の左側に示す通り，帯域が十分に確保されているはずの無線 LAN にシステ

ムを切り替えた時 (時刻 t=5.5分) ，2.08 Mbpsでの通信が維持されている．一方 TCP送

信時には図 4.23 の右側に示すように，無線 LAN にシステムを切り替えた時，これまで溜

まっていたパケットを送信するため一時的に伝送速度は 19 Mbps 近くまで上昇し，これら

のパケット送信完了後に 2.08 Mbpsでの通信を維持する．この点が TCP送信時の伝送容

量向上に寄与していると考えられる． 

 次に 10 ユーザの平均伝送容量を表 4.8 に示す．4.6.2.5.1 節の結果と同様，TCP 送信

時は UDP パケット送信時と比較しさらに伝送容量が向上することがわかる．データ送出速

度が高くなると単位時間あたりに扱うパケット量が多くなることからコグニティブ無線基地局

に溜まるパケットも多くなるが，図 4.23 の右側で示した通りシステム切替に伴ってより広帯

域なシステムに切り替えることができた場合に溜まっていたパケットが送信されるため，伝

送容量の増大効果も大きくなり，4.6.2.3節で算出した伝送容量期待値に近づいていること

がわかる． 

 さて，TCPプロトコルではACKによるパケット再送に際し，Fast Retransmitアルゴリズムを

用いた輻輳制御により帯域の動的な割当が行われるため，提案リソース制御に影響を与

える可能性がある．そこでシステム切替時の TCP 送信の挙動を詳しくみるため，Fast 

Retransmit アルゴリズムによる輻輳制御の下，端末が WiMAX エリアから EVDO エリアに

移動して 10 分後にシステム切替を行う場合の伝送速度を取得した．なお本 TCP 送信に

おける挙動を UDP 送信と比較して把握することが目的であるため，アプリケーションとして

は低速なものを仮定し，アプリケーションの平均データ送出速度は 13 kbps とした． 

 シミュレーション結果を図 4.24 に示す．図 4.24 の横軸は時間経過を縦軸は伝送速度

を示している．図 4.24 より，通信開始時刻 (t=0 分) からシステム切替が行われる時刻 

(t=10分) までの間はWiMAX を用いた TCP通信で特にパケットロスはなく 13 kbpsの伝

送速度で通信が行われているが，切替直後に伝送速度が一旦急激に低下し (0 kbps) ，

その後急上昇して (17 kbps) ，その後 13 kbps となっていることがわかる． 

 TCP 送信ではウィンドウ制御を用いて一度に送信するパケット量を調整することが可能

であり，送信に成功すると送信パケット量を増加させ，失敗する送信パケット量を減らして

いる．今回の評価ではシステム切替前後でシステム切替に伴う再送タイムアウトが発生し，

これが伝送速度変動の原因になっていると考えられる．そこで図 4.24における TCP伝送

速度測定と同時にウィンドウサイズを測定した．その結果を図 4.25 に示す．図 4.25 の横

軸は時間経過を，縦軸はその時刻におけるウィンドウサイズを示している． 
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図  4.24 WiMAX から EVDOへの移動時における TCP伝送速度  

 

図  4.25 WiMAX から EVDOへの移動時におけるウィンドウサイズ変化   

 

 図 4.25 より時刻 t=10 分のタイミングでシステム切替が行われた際に一度ウィンドウサイ

ズがリセットされており，これが時刻 t=10 分での急激な伝送速度低下の原因となっている

ことがわかる． 

 なお，図 4.24，図 4.25 に示したシミュレーション評価は単一ユーザ環境での評価であ

ったため，切替後に要求伝送速度 (13 kbps) よりも高速な 17 kbpsでの通信が可能であ

ったが，マルチユーザが同時に通信を行っている場合には必ずしもこのようなウィンドウ制

御による動的な帯域割当が可能とは限らず，システム切替時の制御の容易さとリソース利
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用率算出の精度の観点からはウィンドウサイズのリセットによる帯域変動を軽減するなど，

トランスポート層と連携した制御が必要と考える．具体的には 4.4.2 節で述べた通り，無線

システムの基地局間ハンドオーバや，無線システム間の垂直ハンドオーバにおいてパケッ

トロス増加に伴う再送制御による伝送容量改善技術として Freeze-TCP [39] や M-TCP 

[40] などがあり，これらと連携した制御を行うことでさらなる伝送容量増大が可能となると

考える． 

 以上，ユーザが利用する様々なアプリケーションを想定して様々なアプリケーションの平

均データ送出速度を想定した時の平均伝送容量をシミュレーション評価した結果，アプリ

ケーションの平均データ送出速度が低い場合，高い場合のいずれの場合においても提案

リソース制御により，伝送容量増大効果が得られることが確認できた． 

 

 

4.7 基本実験機による動作確認 

4.7.1 基本実験機システム構成 

 提案リソース制御が実機においても有効に動作するかどうかを検証するため，WiMAX

と無線 LANの 2システムを対象とする基本実験機を構築した．システム構成は 4.5節で示

した提案プラットフォームを採用し， WiMAX 基地局 1 台，無線 LAN アクセスポイント 1

台とし，複数のユーザに対するリソース制御を検証する必要があることから，端末は 2 台と

した．図 4.26 にこれらの装置により構成されるシステム構成を示す．また図 4.27 に基本

実験機における IPアドレス体系を示す． 

 

 
 

図  4.26 基本実験機のシステム構成  
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図  4.27 基本実験機のシステム構成及び IP アドレス体系  

 

4.7.2 基本実験機諸元及び外観 

 今回の基本実験機では，基地局側と端末側をRFケーブルにて接続し，WiMAX系は広

いエリアをカバーするシステムとみなし固定減衰器を挿入するにとどめ，無線 LAN系につ

いてはフェージングシミュレータを用意して各端末の移動に応じて減衰量を随時変化させ

ることにより伝搬路減衰を模擬することとした．表 4.9 に基本実験機の諸元を，図 4.28 に

基本実験機の外観を示す．  

 

表  4.9 基本実験機諸元  

無線システム 仕様 

準拠方式 IEEE 802.16e (OFDM/TDD) 

周波数帯 2.5 GHz  (帯域幅 5MHz) 

WiMAX 

送信電力 36 dBm 

準拠方式 IEEE 802.11g 

周波数帯 2.4 GHz (帯域幅 22MHz) 

無線 LAN 

送信電力 18 dBm 

伝搬路 RFケーブル接続 

WiMAX‐可変減衰器挿入 

無線 LAN‐フェージングシミュレータにて減衰量可変 

データ伝送 ・動画ストリーミング (UDP, 4.0 Mbps)  

・ファイルダウンロード (TCP)  
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図  4.28 基本実験機の外観  

 

 なお屋外での送信，及び WiMAX の商用サービス形態を視野に入れ，WiMAX装置に

おける送信電力は 36 dBm，準拠方式は実験機開発時において商用サービスへの採用

が検討されていた OFDM/TDD (Orthogonal Frequency Division Multiplexing / Time 

Division Duplex) とし，周波数帯を 2.5 GHz 帯，帯域幅を 5 MHz とした． 

 

 

4.7.3 動作確認シナリオ 

 図 4.29 に実験シナリオを示す．複数ユーザ環境下で，アプリケーションをより現実的な

ものを想定して実験を行うため，2 ユーザがヘテロジニアスネットワークの空間内にいると

仮定し，ユーザ#1はトランスポートプロトコルとしてUDPを用い動画ストリーミング受信等の

リアルタイム性を有するアプリケーションを行い，ユーザ#2 はトランスポートプロトコルとして

TCPを用いファイルダウンロード等リアルタイム性を必要としないアプリケーションを行う．ま

たユーザ#1 とユーザ#2の移動は初期状態としてWiMAXエリアの同一位置に配置し，同

一速度，同一方向にて無線 LAN のエリアに向かって移動し，無線 LAN エリア到達後は

同一速度にて再び初期状態の位置へ移動する動作を繰り返す．なお切替制御方法とし

ては以下の三つを想定し，そのそれぞれについて上記シナリオに基づいて端末を移動さ

せ実験を行う．一つ目は無線環境情報として何も使用しない従来システムにおける制御 

(従来システム)，二つ目は無線環境情報として RSSI 値を用いた切替制御 (RSSI 値に基

づく制御方式)，三つ目は無線環境情報としてRSSI値に加えアプリケーションのQoSを考

慮してユーザの通信品質向上とシステム利用効率の平準化の両立を図る，提案リソース

制御方式である． 
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図  4.29 実験シナリオ  

 

4.7.4 動作確認結果 

4.7.3節に述べたシナリオに基づき基本実験機を動作させた結果を図 4.30に示す． 

 図 4.30の左側はユーザ#1の端末画面のスクリーンショット，図 4.30の右側はユーザ#2

の端末画面のスクリーンショットであり，それぞれの画面の左側がストリーミング映像やファ

イルダウンロードの様子を，画面の右側が伝送速度の履歴を示している．映像コンテンツ

の著作権の制限により，図 4.30 においてはユーザ#1 が実際に受信した映像を表示して

いないが，本実験においてRSSI値に基づく制御方式，提案リソース制御方式のいずれの

制御方法においてもユーザ#1 はシステム切替の有無に関わらず途切れることなくストリー

ミング映像を受信できることを確認した．またユーザ#2 についても，End-to-End でのセッシ

ョンが保持され，またシステム切替が行われる前には切替先の無線回線との接続が完了

している状態とすることで RSSI 値に基づく制御方式，提案リソース制御方式のいずれの

制御方式においてもシステム切替の有無に関わらず再接続を端末側から行う必要なく，フ

ァイルダウンロードを継続可能なことを確認した．以上の結果から，複数ユーザ環境下で

提案プラットフォームが動作すること，またシステム切替を意識することなくユーザは通信

可能であることを確認した． 

 次にそれぞれの制御方式によるユーザ伝送速度の測定を行った．制御方式の違いは，

WiMAX しか通信できないエリアでは現れず，WiMAX と無線 LANの両方が利用可能な

エリアにて発生する．そこで，制御方式は実験機の動作中に変更 (設定) することが可能

であることを利用し，ユーザ#1 及びユーザ#2 を WiMAX と無線 LAN の両方が利用可能

なエリアに静止させ，実験の最初の時間は従来システムで動作させ，実験中盤で RSSI値 
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図  4.30 各ユーザの動作画面  (スクリーンショット：左 :ユーザ#1, 右 :ユーザ#2)  

 

に基づく制御で動作させ，実験の最後の時間は提案リソース制御で動作させ，その時間

経過に伴う伝送速度の変化を測定した．図 4.31に測定結果を示す．図 4.31の横軸は時

間，縦軸は伝送速度を示しており，図 4.31 の左側はユーザ#1 の伝送速度の変化，右側

はユーザ#2の伝送速度の変化を示している． 

 まず従来システムではユーザ#1,ユーザ#2が無線 LANエリアにいても無線環境情報とし

て無線LANのRSSI値を参照しないため，無線LANの存在に気づかず両方ともWiMAX

で通信を行っている．WiMAXは QoS制御に対応するシステムであり，リアルタイム性を要

するアプリケーションを実施しているユーザ#1 の帯域を保証する．したがってユーザ#1 の

伝送速度は 4.0 Mbps程度で一定となっており，ユーザ#2はWiMAXでユーザ#1で使用

したリソースの残りを使用することとなり高速通信ができずに 2.6 Mbps 程度の伝送速度に

抑えられている． 

次に RSSI値に基づく制御方式で動作させ，ユーザ#1, ユーザ#2が無線 LANのエリア

にいる場合，無線環境情報として無線 LANの RSSI値を測定し，無線 LANの RSSI値が

高いと判断した場合には無線システムとして大きい伝送容量をもつ無線 LAN へ切り替え

る．この場合ユーザ#1,ユーザ#2 両方とも無線 LAN に切り替わり，ユーザ#2 は無線 LAN

の有する伝送容量のうち，ユーザ#1 で使用した残りの伝送容量を使用することが可能な

ため伝送速度は大きく向上する．しかしながらユーザ#1 はほぼ同じ伝送速度をめざすも

無線 LAN が無線システムといてリアルタイム性を必ずしも保証するものではないため，図 

4.31に示す通り伝送速度の変動が激しくなり，この結果，ユーザ#1のストリーミング映像に

はブロックノイズが発生する． 
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図  4.31 リソース制御方式の違いによる各ユーザの伝送速度比較   

 

 さらに提案リソース制御方式で動作させ，ユーザ#1,ユーザ#2 が無線 LAN のエリアにい

る場合，無線 LANの RSSI値に加え各ユーザのアプリケーションに応じた QoS クラスを考

慮して各システムの利用率の平準化を図るリソース制御により，無線 LAN が使えるエリア

であるにも関わらずユーザ#1にはWiMAXで通信をするように (無線 LANに切替しない

ように) 制御する．この制御により無線 LANが使えるエリアにおいてユーザ#1はWiMAX

の有する QoSサポートによりリアルタイム性が保証され，コンテンツを一定の品質で楽しむ

ことができる．一方，ユーザ#2 には無線 LAN で通信するように制御し，この場合，ユーザ

#2は無線 LANのリソースを一人で占有することができるため，伝送速度は 12.5 Mbps程

度と RSSI値に基づく制御方式と比較してさらに向上する． 

 以上の実験結果から，ヘテロジニアスネットワークにおいてネットワーク主導でシステム

切替を実施する提案リソース制御方式により，個々のユーザの通信品質の維持向上と伝

送容量増大の観点からシステム間のロードバランスを図ることが可能であることを実機に

おいても確認でき，提案リソース制御方式の有効性を確認した．さらにこれらのリソース制

御に伴うシステム切替をユーザが意識せず，通信が継続されていたことから，提案リソース

制御のためのプラットフォームが動作することを確認できた． 
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4.8 結言 
 

 本章では，ヘテロジニアスネットワークにおけるネットワーク主導の統合的制御を実現す

るためのリソース制御方式及びプラットフォームを提案した．具体的には，アプリケーション

に対する要求 QoS などを考慮した個々のユーザの通信品質向上と伝送容量増大の観点

に基づいて，システム間のロードバランス化を図るリソース制御方式を提案し，またこのリソ

ース制御を実現するため，システム切替をユーザに意識させずにネットワーク層でシステ

ム切替を行う高速システム切替プラットフォームを構築した．計算機シミュレーション及び

WiMAX と無線 LAN を対象とした基本実験機による屋内実験の結果，提案リソース制御

を用いることで複数ユーザの通信品質向上とヘテロジニアスネットワークの伝送容量増大

の観点に基づいてシステム間のロードバランスを図ることが可能であることを示し，提案リソ

ース制御方式，及び，この制御を実現するためのプラットフォームの有効性を示した． 
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第5章  
 

実験機による実証実験 
 

 

 

 

 

5.1 緒言 
 

 ヘテロジニアスネットワークにおける伝送容量増大化に向けたネットワーク主導の統合制

御にはコグニティブ無線を活用した無線環境認識技術と，個々のユーザの通信品質向上

と伝送容量増大の観点からロードバランスを図るリソース制御技術が要素技術であり，第 3

章及び第 4章においてWiMAX と無線 LAN を対象とした基本実験機を用いてその有効

性を確認した．しかしこれらの基本実験機はあくまでも要素技術の有効性確認を主眼とし

た基本的な構成を採用しており，商用サービスにおける実際のネットワーク構成とは異な

る点も多い． 

 そこで本章では，第 3章及び第 4章で提案した方式が商用のネットワーク構成において

も有効であることを実証するため，対象システムに商用ベースの携帯電話システムを加え

た場合において提案プラットフォームを実装する際の課題を明確にした上で，同一無線

事業者によってヘテロジニアスネットワークを構築することを想定した実験機を構築し，実

伝搬路環境で提案技術の動作を確認する． 
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5.2 実験機構成 

5.2.1 携帯電話システムの追加における実装上の課題 

5.2.1.1 サービスエリアと制御範囲  
 まず第 4章で提案したネットワーク主導の統合制御を行うためのプラットフォームにつき，

どの範囲の空間を一つのヘテロジニアスネットワークとして扱うかについても明確にする必

要がある．これは提案プラットフォームにおいて新規にネットワーク側に設置される無線シ

ステム切替スイッチと無線環境認識サーバをどこに設置するか明確にすることと等価であ

る． 

 また，これら新規に追加される機能は，将来の無線システムがヘテロジニアスネットワー

クとして運用される必要があることを鑑みるといずれかの無線事業者が設置し，運用する

方向に進むと考えるのが妥当であるが，将来の商用サービスを想定し，どのような事業者

が設置すればよいかについて明確化する必要がある． 

 

5.2.1.2 端末認証及び IP アドレス体系  
 実際の商用サービスでは，ユーザがデータ通信を行う前に，接続するユーザ及び端末

装置が正規に登録されかつ利用可能であるか否かを確認する端末認証のプロセスが必

要である．具体的には，各無線システムにはこれらのユーザや端末管理のためのデータ

ベースとして AAA (Authentication, Authorization and Accounting) サーバが設置されてお

り，端末との通信開始時にこのサーバとの通信を行い，認証が成立した端末のみにユー

ザトラフィック通信のための IP (Internet Protocol) アドレスが付与される．また商用の無線

システムにおいてはそれぞれの事業者毎に異なる IP アドレス体系をもっていることから，

認証及び IP アドレス体系を考慮した上で，ユーザがシステム切替を意識しないようにプラ

ットフォームを設計する必要がある． 

 

5.2.1.3 セキュア通信  
 実際の商用サービスでは，個々のユーザとの通信においてプライバシー保護の目的で

IPSec (Security Architecture for Internet Protocol) などを用いたセキュアな通信を保証し，

またアクセスポイント間のハンドオーバを容易に実現するため，アクセスポイントとその上位

局である制御局もしくはゲートウェイとの間におけるトンネリング技術も実装しなければなら

ない． 
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5.2.2 実装上の課題に対するアプローチ 

5.2.2.1 サービスエリアと制御範囲  
 コグニティブ無線基地局のサービスエリア及びヘテロジニアスネットワークにおける制御

範囲を明確にするため，第 3章において定義したコグニティブ無線基地局と第 4章におい

て提案したプラットフォームとの整合を取る必要がある．具体的には，システム切替をネット

ワーク層で行う無線システム切替スイッチを，無線環境認識サーバと同様，ヘテロジニアス

ネットワーク内の，各無線システムの基地局装置と接続可能なコアネットワーク側のいずれ

かの場所に設置し，これを，コグニティブ無線基地局を構成する装置に含める． 

 次に無線システム切替スイッチや無線環境認識サーバ等をどの事業者が設置し，ヘテ

ロジニアスネットワークにおける統合制御をどのような事業者が運用するかについて述べ

る．現在の異なる無線事業者間でのローミングを例に述べると，通常，自社のサービスエリ

アと他社のサービスエリアが重複しない場合，互いのサービスエリアを補完し合えることか

ら，無線事業者間で何らかの連携が行われている．しかし，自社のサービスエリアと他社

のサービスエリアが重複する場合には，自社のユーザやトラフィックの他社への流出を防

ぐ必要があることから，無線事業者間の連携は疎となっている．一方で，ヘテロジニアスネ

ットワークにおける統合制御による伝送容量の増大は，異種無線システムそれぞれのサー

ビスエリアが重複しているエリアが多いほどその効果が見込まれるため，無線事業者間で

の連携が行える方が望ましい．これらを踏まえると異種無線システムの重複するサービス

エリアを許容しかつ既存無線事業とも親和性が高い運用形態は異種無線システムを同一

事業者が運用する場合であると考える．したがって本論文ではヘテロジニアスネットワーク

を構成する異種無線システムを同一無線事業者が運用すると想定する．また，無線システ

ム切替スイッチなどを含むプラットフォームも，異種無線システムを運用する無線事業者と

同一事業者がヘテロジニアスネットワークの運用のために設置・運用することとする． 

 

5.2.2.2 端末認証及び IP アドレス体系  
 現在の IPアドレスは，端末の特定と，所属するネットワークの特定の二つの意味をもって

いる．すなわち，事業者毎に異なる IP アドレス体系をもつシステム間において高速なシス

テム切替をユーザに意識させずに実行するためには，これらを意識させない仕組みを IP

層よりも上位層に新たに構築するか，もしくはヘテロジニアスネットワークとして統一された

IPアドレス体系を構築する必要がある． 

 ヘテロジニアスネットワークを構成する異種無線システムを同一無線事業者が運用する

場合，各無線システムの IP アドレス体系を統一して運用することが可能であり，また

5.2.2.1 節における既存無線事業を踏まえた運用形態との親和性の観点からも，その実現
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性は高い．したがって本論文ではヘテロジニアスネットワークとして統一された IP アドレス

体系を構築することとする．またこれを実現するため，無線システム毎に設置されている

AAA サーバは共通化を図るか，あるいは互いに連携し，同一端末からの接続要求に対し

ては同一の IPアドレスを付与するように設計する． 

 

5.2.2.3 セキュア通信  
 商用サービスに準じるセキュアな通信を実現するため，セルラシステムの一つである

EVDOにおいては，3GPP2 (Third Generation Partner Project 2) 仕様に基づき，複数の基

地局を制御するゲートウェイ (PDSN: Packet Data Serving Node) と端末との間で PPP 

(Point-to-Point Protocol) によるコネクションが確立される．WiMAX においては，アクセス

ポイントと複数のアクセスポイントを制御するゲートウェイ  (ASN-GW: Access Service 

Network Gateway) との間で GRE (Generic Routing Encapsulation) トンネリングが行われ

る．さらに無線 LAN においては商用サービスであるセルラ網と接続する観点から無線

LAN のアクセスポイントの上位局として 3GPP2 で規定されている PDIF (Packet Data 

Interworking Function)  [83] を設置し，この PDIFが無線 LAN端末からのアクセス時に

5.2.2.2節で述べた端末認証を代行すると共に，端末と PDIF間で IPSec トンネルを構築す

る． 

 

5.2.3 システム構成 
 

 図 5.1 に，これらの課題に対するアプローチを踏まえて検討した実験機の構成を示す．

複数システムとしては広範囲なエリアをカバーするセルラシステムとして EVDO (2GHz帯)，

都市部などにおけるワイヤレスブロードバンドシステムとしてWiMAX (2.5GHz帯)，及びオ

フィスや屋内などにおける無線通信として無線 LAN (2.4GHz帯) を対象とする．コグニテ

ィブ無線基地局は，商用のネットワーク構成を踏まえると EVDO，WiMAX，無線 LAN の

各アクセスポイント機能に加え，EVDO の AP (Access Point) を収容する PDSN，複数の

WiMAXの APを収容する ASN-GW，複数の無線 LAN APを収容する PDIFを構成要素

として含むことになり，これら PDSN，ASN-GW，PDIF が各無線システムを終端する．また

その上位側にネットワーク主導で高速にシステムを切り替えるためのプラットフォームとして

無線システム切替スイッチを設け，無線環境認識サーバからの情報に基づきシステムを切

り替える．提案プラットフォームでは無線環境の定期的かつ頻繁な情報収集が必要である

ことから，無線環境の伝送にネットワーク側の回線のリソースを定期的かつ頻繁に使用す

る．そこで，これらの無線環境情報の伝送が既存無線システムにおけるユーザトラフィック 
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図  5.1 実験機のシステム構成  

 

伝送用回線に影響を与えないよう，無線環境認識サーバはユーザトラフィック伝送とは別

に用意された回線で各無線システムと接続され， RSSIなどの無線環境情報に加え，第 4

章で述べた通り，アクセスポイントにおいて把握可能な MAC層の情報をも取得する． 

 

5.2.4 制御フロー 
5.2.4.1 端末認証及び IP アドレス付与方法  
 

コグニティブ無線システムにおける端末 (コグニティブ端末) はコグニティブ無線基地局

内において使用する無線システムが頻繁に変わるため，5.2.2.2節で述べた通り，ヘテロジ

ニアスネットワークにおける IP アドレス体系を統一し，コグニティブ端末に対して単一の IP

アドレスを付与する．そこでまず複数無線システムをサポートするコグニティブ端末に対し

てシステム切替時に単一の IP アドレスを付与する方法について，セルラ (EVDO) から無

線 LAN のサービスエリアに移動した場合を例にして述べる．図 5.2 にこの例において必

要な構成を示す．なお下記 IPアドレス割当手順は新たな無線システムのサービスエリアに

入った時に一度だけ行われる． 
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図  5.2 EVDO から無線 LANへのシステム切替時に必要な構成  

 

 図 5.2におけるシステム切替時の IPアドレス割当シーケンスを図 5.3に示す．まずセル

ラ (EVDO) にて通信開始時には端末と PDSN 間で PPP によるコネクションが確立され，

PAP/CHAP (PAP: Password Authentication Protocol, CHAP: Challenge Handshake 

Authentication Protocol) による端末の認証が行われる．ここでの認証終了後 PDSN から

AAAに対して Access Requestが行われ，AAAにおいて端末に対する IP アドレスや HA 

(Home Agent) の情報等が端末に伝送される． 

 端末の移動や無線環境の変化に伴い，新たに無線 LANサービスエリアに入った場合，

セルラの場合と同様まず端末とPDIF間において IKEv2 (Internet Key Exchange version 2) 

端末認証が行われ，その後 PDIFから AAAに対して Access Requestを行う．従来は無線

LANシステムにおける AAAはセルラシステムの AAA と独立に構成されているが，IPアド

レス体系の統一化を図るためには，5.2.2.2 節において述べた通り，無線 LAN システムに

おける AAA とセルラで用いる AAAの共通化，あるいは個別システムの AAA間の連携を

実装しなければならない．そこで本実験機では，AAA の共通化を図り，AAA では PDIF

からのAccess Requestに対して，そのRequestが同一のコグニティブ端末からのものである

かを端末の製造番号や USIM (Universal Subscriber Identity Module Card) 番号等の情

報により識別し，同一のコグニティブ端末からの Request である場合には，先に EVDO で

割り当てた IP アドレス (IP=a.b.c.d) と同一のアドレスを載せて端末に伝送する．この方法

により無線システム切替後も同一の IPアドレスを継承することが可能となる． 
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図  5.3 同一 IP アドレス付与方法  

 

5.2.4.2 ネットワーク主導のシステム切替方法  
 

 本節では 5.2.4.1 節の制御フローに基づき，端末に対して単一の IP アドレスを付与した

状態において，高速にシステム間の切替を実現する方法について述べる． 

 提案プラットフォームにおける高速システム切替方法を図 5.4 に示す．まず通信相手先

からの IP データは HA のテーブルにより，コグニティブ端末が使用している無線システム

に関わらずこれらを終端している無線システム切替スイッチの IP アドレス (IP=v.v.v.v) に

転送される．ここで無線システム切替スイッチは HAに対して FA (Foreign Agent) として機

能する．同時に無線システム切替スイッチは FA 機能として動作する各無線システムを終

端する PDSNや PDIFに対する HA として機能する．すなわちコグニティブ端末の IP アド

レス (IP=a.b.c.d) に対する FA として PDSNの IPアドレス (IP=x.x.x.x) と PDIFの IPアド

レス (IP=z.z.z.z) の両方が登録されるように対応づけを行っている．無線システム切替ス

イッチとしては候補となり得る無線システムの FA の IP アドレスはすべてテーブルとして保

持され，どちらの FAに対して IPデータを転送するかは各無線システムのアクセスポイント 
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図  5.4 提案プラットフォームにおけるシステム切替方法  

 

から収集された無線情報やアプリケーションの QoS などに基づき，提案リソース制御方式

による決定により切り替える． 

 従来のルーティング技術では一つの端末の IPアドレスに対して一つの FAを対応づける

のが一般的であるが，高速なシステム切替を実現するため本実験機では無線システム切

替スイッチにおいて一つの端末 IPアドレスに対して複数の FAを対応づけることとし，なお

かつ対応づけられた FA を無線環境認識サーバからの情報に基づいて随時切り替えてパ

ケットのルーティングを行う方式を新たに実装している．ルーティングテーブルの書き換え

という形で無線システム切替スイッチにおいて転送先の FAを切り替えるだけでよいため IP

パケット毎に通信に用いる無線システムを切り替えることが期待できる． 

 5.2.4.1節，及び，5.2.4.2節においては EVDO と無線 LAN を対象システムとして説明し

たが，構築した実験機では上述の EVDO，無線 LANに加えWiMAX も対象システムとし

ている．図 5.5 に WiMAX を加えた実験機におけるシステム切替方法 (制御シーケンス) 

を示す．図 5.5 の手順 1～3 が EVDO システムとの接続や認証手順，手順 4～5 が

WiMAX システムとの接続や認証手順，手順 6～7 が無線 LAN システムとの接続や認証

手順であり，複数システムのセッションが確立された後は手順 8～10 において各無線シス

テムのアクセスポイントから無線情報を取得し無線環境認識サーバにおいてこれらの情報

を無線システム切替スイッチに通知する (手順 11)． 無線システム切替スイッチでは無線 
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図  5.5 システム切替制御シーケンス  

 

環境認識サーバの情報に従い使用する無線システムをパケット毎に切り替える．ここで無

線環境やアプリケーションに応じた QoS クラスに応じたリソース制御を実現するため，手順

8～10 の無線情報取得は周期的に行われ，無線環境やユーザの要求帯域，各システム

のリソース利用率の変化などの状況に応じて手順 11が適宜行われる． 

 手順 1～7 において各無線システムの無線回線は確立された状態となっているため，手

順 11による無線情報通知に基づき，手順 12～14において，無線システム切替スイッチの

ルーティングテーブル書き換えにより FA の切替を行い，ユーザトラフィックを伝送する無

線システムの切替を行う． 

 

5.2.4.3 パケットフォーマット  
 

 ユーザに意識させない高速なシステム切替を実現するため IP カプセル化の概念を用い

たパケットフォーマットを採用し，これを実験機に実装した． 図 5.6にパケットフォーマット 
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図  5.6 実験機のパケットフォーマット  

 

を示す．図 5.6では IPデータのフォーマットの中で実験機の実装に深く関わる，送信元ア

ドレス (Src Addr: Source Address) と送信先アドレス (Dst Addr: Destination Address) とユ

ーザデータの三つのフィールドを記載している． 

 図 5.6 (b)，図 5.6 (c) では HA‐FA間でのデータ転送のため IPデータの前部に送信

先アドレスと送信元アドレスを付与しており，このアドレス情報をもとにデータが振り分けら

れる．図 5.6 (d) では各無線システムに固有のヘッダがさらに付与される．例えば無線

LAN の場合には IPSec のヘッダが付与され，WiMAX の場合には ASN-GW に接続され

ている複数の APのうちどの APに転送するかの情報や，ASN-GW とWiMAX AP間での

GRE トンネルのキーが付与される． 

 端末に到達するパケットは図 5.6 (e) に示す通りであり EVDOでは PPPコネクションを端
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末で終端するため PPP ヘッダが付与された形で端末に到達する．無線 LAN の場合には

IPSecを用いると IPSecのアドレス解決は端末で行うため無線 LANアクセスポイントでは特

にフォーマット変換は行われず，IPSec 関連の情報が付与されたまま端末に到達する．

WiMAXの場合には ASN-GW とWiMAXアクセスポイント間で GRE トンネリングが実装さ

れているが，端末との間では特にトンネリングされないため IP データがそのまま端末に到

達することになる． 

 

 

5.2.5 実験機諸元 

5.2.5.1 システム仕様及び実験機外観  
 

 提案リソース制御方式及び提案プラットフォームの有効性を実証するためには，屋外環

境で実際に電波を放射して，実環境での評価が必要である．そこで今回の実験機におい

ては，屋外実験を行うために必要な実験局の免許を取得することとした．免許の取得には

電波放射エリア設計を行う必要があり，不必要なエリアに電波を放射することのないよう，

実験エリア内にその電波放射範囲を制限するように設計を行った．図 5.7に電波放射エリ

アの設計結果を示す．なお WiMAXに関しては商用の WiMAXサービスとの干渉を避け

る必要があったため，西方向のセクタのみの放射としている． 

 実験機の諸元を表 5.1に示す．各無線システムにおける最大送信電力は実験局免許を

取得した際の各無線システムの基地局及び端末から送信可能な最大送信電力を記載し 

 

図  5.7 各無線システムの電波放射エリア設計  
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表  5.1 実験機システムの諸元  

 

 
図  5.8 実験機の外観  

 

ている．また WiMAX の仕様に関しては，2009 年の商用サービスに最終的に採用された

OFDMA/TDD (Orthogonal Frequency Division Multiple Access / Time Division Duplex) 

ではなく，実験機開発時において採用が検討されていた OFDM/TDDに準拠している． 

 また図 5.8に実験機 (ネットワーク側) の外観を示す．図 5.8の写真ではEVDOの基地

局アンテナと WiMAX の基地局アンテナを別々に掲載しているが，実際には屋上内のほ

ぼ同じ位置に各無線システムの基地局アンテナを設置している． 
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図  5.9 集約した装置の外観，及び同装置とシステム構成との関係 

 

 実験機における各無線システムの基地局やアクセスポイントと，ゲートウェイの間は

Ethernet による接続であるため，無線区間と比較して短い遅延時間が見込める．この特性

を活かし，実験機のうち，各無線システムの基地局やアクセスポイントを除く，コグニティブ

無線基地局 2局分の PDSN，ASN-GW，PDIF及び無線システム切替スイッチを一つの筐

体に収容する構成を採用した．実験機の実装上の構成とシステム構成との関係を図 5.9

に示す．この構成を採用した理由は，図 5.9 右側の図の網掛け部分に含まれる装置の配

下にはそれぞれの空間やエリア設計に応じて設置された無線システムの基地局もしくはア

クセスポイントのみが接続されることから，空間的に偏在する機能とそれ以外の機能を分

割することができ，また，空間的に偏在させる必要のない装置をすべて一箇所に集約させ

ることでメンテナンス性の向上を実現することができるためである． 

 

 

5.2.5.2 プロトコルスタック  
 

5.2.5.2.1 EVDOプロトコルスタック 
 実験機において EVDO経由で端末と接続されている場合のプロトコルスタックを図 5.10

に示す．端末と PDSN間で PPP コネクションを確立し，また PDSN と基地局間で GRE トン

ネリングを実装している． 
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図  5.10 本実験機における EVDO のプロトコルスタック  

 

5.2.5.2.2 WiMAXプロトコルスタック 
 実験機において WiMAX 経由で端末と接続されている場合のプロトコルスタックを図 

5.11に示す．EVDO と同様，ASN-GW とアクセスポイント間で GRE トンネリングを実装して

いる． 

 

図  5.11 本実験機における WiMAX のプロトコルスタック  

 

 

5.2.5.2.3 無線 LANプロトコルスタック 
 実験機において WiMAX 経由で端末と接続されている場合のプロトコルスタックを図 

5.12 に示す．商用のセルラシステムとの接続を考慮し端末と PDIF 間で IPSec を実装して

いる． 
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図  5.12 本実験機における無線 LAN のプロトコルスタック  

 

 

5.3 実験機による評価 

5.3.1 装置の動作確認 

5.3.1.1 パケット伝送速度  
 

 実験機では無線 LANを用いた伝送経路の場合，使用される装置はHAから無線システ

ム切替スイッチ，PDIF，無線 LAN AP，端末 (AT: Access Terminal) に至るまで複数の装

置それぞれの内部処理及び装置間の連携によりはじめてパケット伝送が行われるため，ま

ず HA から下り回線の UDP パケットを送信し基本シーケンスの確認を行った．この結果，

端末認証や IP アドレスの割当などの制御フローが動作していること，パケット伝送が行わ

れ端末側で受信できることを確認した． 

 次に各装置の基本性能を把握するため， HA から UDP パケットを送信した場合の各装

置の伝送容量 (転送速度) の測定を行った．本実験におけるシステム構成を図 5.13に，

また伝送容量測定箇所を表 5.2に示す． 
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図  5.13 開発装置の動作確認系と伝送容量測定箇所  

 

表  5.2 伝送容量測定箇所  

番号 伝送容量測定箇所 

① HA→無線システム切替スイッチへの情報伝送速度 

② 無線システム切替スイッチ→PDIFへの転送速度 

 (無線システム切替スイッチ処理後の伝送容量)  

③ PDIF→無線 LAN APへの転送速度 

 (PDIF処理後の伝送容量)  

④ 無線 LAN AP→ATの伝送容量 

 

 サーバからの UDPパケットの情報伝送速度が 3.8 Mbpsの低負荷の場合と 115 Mbpsの

高負荷の場合の 2パターンについて伝送容量を測定した．表 5.3に測定結果を示す． 

 表 5.3 より低負荷時においては無線システム切替スイッチによる処理はパケットロスする

ことなく処理が間に合っているが PDIFによる IPSecによる処理により転送速度が若干低下

していることがわかる．高負荷時にはこの現象は顕著に現れている．PDIF の動作ログを解

析したところ，低負荷時，高負荷時いずれの場合においても PDIF 内部においてパケット

棄却が行われていなかった．転送速度の低下は IPSec の処理における認証プロセス及び

暗号化にかかる時間が測定時間中に含まれるためであることも報告されており [84], 本

実験における転送速度の低下もこれらが原因であると考えられる．PDIFによる IPSec処理

の高速化については本論文の課題ではないためここでは扱わない．また表 5.3 に示す通

り，高負荷時において無線 LANのアクセスポイントには 45.1 Mbpsで入力されるのに対し 
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表  5.3 各測定箇所における伝送容量  

 低負荷時 高負荷時 

①HA→無線システム切替スイッチ 3.8 Mbps 117.9 Mbps 

②無線システム切替スイッチ→PDIF 3.8 Mbps 94.6 Mbps 

③PDIF→無線 LAN AP 3.66 Mbps 45.1 Mbps 

④無線 LAN AP→AT 3.66 Mbps 35.2 Mbps 

 

表  5.4 ランダムシステム切替時の伝送容量  

 (高負荷時：117.9 Mbps)  無線 LAN 

100 %選択 

無線 LAN 

50 %選択 

①HA→無線システム切替スイッチ 117.9 Mbps 117.9 Mbps 

②無線システム切替スイッチ→PDIF 94.6 Mbps 42.1 Mbps 

③PDIF→無線 LAN AP 45.1 Mbps 22.6 Mbps 

④無線 LAN AP→AT 35.2 Mbps 18.5 Mbps 

 

 

無線 LANのアクセスポイントから端末へは 35.2 Mbpsでデータが伝送されている．この特

性劣化要因としては無線 LAN アクセスポイントの内部処理などが追いついていないため

と考えられる．なお高負荷時について今回は HA と無線システム切替スイッチ間を 100 

Mbps 対応のルータを介して接続したため，ルータにおける処理限界を超える情報伝送を

行ったため装置仕様上の制限により伝送速度が 95 Mbps 程度に低下している．この点に

ついては高負荷時の情報伝送速度に対応した装置の調達や高負荷時の設定調整など

により解決できる問題であり，実験機による屋外実験にあたっては本質的な問題ではない

と考える． 

 次に無線システム切替スイッチにおけるシステム切替を確認するため擬似的に無線環

境認識サーバから EVDO と無線 LANの切替頻度がほぼ 50 %ずつとなるように (図 5.13

の (a) と (b) の選択頻度がほぼ 1:1となるように) ランダムに切替指示を行い，無線LAN

側の伝送容量を表 5.3 の無線 LAN のみを選択している場合の伝送容量との比較により

評価を行った．表 5.4に測定結果を示す． 

 表 5.4 より EVDO と無線 LAN の選択頻度がほぼ 1:1 の場合には PDIF入力時の伝送

容量や PDIF処理後の伝送容量が無線 LANのみを選択していた場合の約半分の値とな

っていることがわかる．無線環境認識サーバの指示に従い無線システム切替スイッチにお

いてパケットが EVDO と無線 LANそれぞれの選択頻度に応じて伝送されていることから，
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無線システム切替パケットスイッチに切替に対する偏り等の不具合はないと考えられ，無

線システム切替パケットスイッチにおける複数の無線システムの切替基本動作を確認する

ことができた． 

 

 

5.3.1.2 伝送遅延  
 端末にデータが到達するまでに基地局やゲートウェイなど複数の装置を介することから

End-to-End の遅延が大きくなる可能性があることから，実験機における遅延時間を把握す

るため，無線 LAN のみを選択した場合の End-to-End 遅延時間の評価を行った．その結

果を表 5.5 に示す．IP カプセル化や IPSec 処理を施しても End-to-End での遅延時間は

数 ms 程度であり，基地局やゲートウェイなど複数の装置から構成される今回の実験機に

おいても短い遅延時間でパケットが伝送できることを確認し，実験機構成上の遅延は，特

に問題ないことがわかった． 

 

表  5.5 End-to-End での遅延時間測定結果  

情報伝送速度 遅延時間 (平均)  

1 Mbps 2.30m秒 

11 Mbps 1.69m秒 

31 Mbps 1.85m秒 

 

 

5.3.2 屋外環境の基礎データ取得 

5.3.2.1 各空間における各無線システムの受信信号強度  
 実験エリア内の複数箇所それぞれに端末を移動させた場合の各測定点における各無

線システムの伝送容量把握のため，実際に各無線システムの電波を放射し，各空間の無

線環境として受信信号強度 (RSSI) を測定した．図 5.14 に EVDO の測定結果を，図 

5.15にWiMAXの測定結果を，図 5.16に無線 LANの測定結果をぞれぞれ示す．なお，

図中における白い○印は，その地点において測定を行った結果，受信信号強度の検出

が不能であったことを示している． 
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図  5.14 EVDO の RSSI分布  

 

図  5.15 WiMAX の RSSI分布  

 

 今回の実験機では各無線システムの基地局 (アクセスポイント) の設置制限から，アン

テナがほぼ同じ位置に設置されたため，アンテナ周辺の受信信号強度は高いが，アンテ

ナから距離が離れるほど受信信号強度は低くなっている．またWiMAXの場合は，前述の

通り西方向のセクタのみの放射が許可されたため，アンテナの東側の位置では受信信号

強度は低い．さらに無線 LAN の場合，アンテナを設置した位置から西方向のごく一部の

エリアのみが比較的受信信号強度が高く，それ以外のエリアでは受信信号強度が低くな

っており，建物の構造の影響により，エリア設計時に想定していた範囲よりも実際の電波

到達範囲は狭くなっていることがわかった． 
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図  5.16 無線 LAN の RSSI分布  

 

 

5.3.2.2 各空間における各無線システムの PER  
 

 5.3.2.1節において各測定点におけるRSSI値を取得し，この情報によりどのエリアで通信

が可能かの見通しを得たが，各測定点における無線通信回線の安定性を把握するため，

実際に各無線システムの電波を放射し，実験エリア内の複数箇所それぞれに端末を移動

させた場合の各観測点におけるパケット誤り率 (PER: Packet Error Rate) を測定した．

EVDOの測定結果を図 5.17に，WiMAXの測定結果を図 5.18に，無線 LANの測定結

果を図 5.19にぞれぞれ示す． 

 今回の実験機では各無線システムの基地局 (アクセスポイント) の設置制限から，アン

テナがほぼ同じ位置に設置されたため，アンテナ周辺ではいずれの無線通信システムに

おいても通信可能であったが，5.3.2.1 節の受信信号強度の測定結果と同様の傾向が見

られ，アンテナから距離が離れるほど PER は高くなり，特に今回の実験エリアの中で無線

LAN の通信可能なエリアは，アンテナの西方向のごく一部のエリアに限られることがわか

った． 
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図  5.17 EVDO の PER分布  

 

 

図  5.18 WiMAX の PER分布  
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図  5.19 無線 LAN の PER分布  

 

 

5.3.3 ユーザ移動に伴う切替動作 

 コグニティブ無線による無線環境認識と，ネットワーク主導のリソース制御の一連の制御

が実環境で正しく動作するか確認するため，設定したシステム切替閾値に基づいて無線

システムの切替が正しく行われるかどうか確認した．具体的には 5.3.2 節の測定結果に基

づき，実験エリア内において端末を移動させ，無線 LAN のアクセスポイントから遠ざかるこ

とによる受信電力レベル値の低下に応じて EVDO へネットワーク主導でシステムが切り替

わるか確認した．図 5.20 に実験エリア内の端末の移動経路を示す．なお本実験機にお

ける無線 LAN装置の受信感度は図 3.11 より，－91 dBmであることから，これよりもある程

度大きなRSSI値の場合には無線回線における伝送速度の向上や無線回線としての安定

性が期待できると考え，無線 LANのシステム切替閾値を －83 dBmに設定した．この場合，

受信信号強度が －83 dBm未満の場合には EVDOに接続され，－83 dBm以上の場合に

は無線 LANに接続されることになる． 

 図 5.21 に動作している様子を時系列に示す．図 5.21 左側の図は端末移動始点にお

いて，コグニティブ端末の接続先のシステム名，及びそれぞれのシステムの受信信号強度

が表示されている様子を示している．この図から端末移動始点においてコグニティブ端末

は，無線 LANにて通信を行っていることがわかる． 
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図  5.20 端末の移動経路  

 

 
図  5.21 端末移動に伴うシステム切替の様子  

 (左：無線 LANでの通信，中央：受信レベル劣化，右：EVDOでの通信)  

 

 次に，コグニティブ端末を移動させていくと，無線 LAN の RSSI値が低下しコグニティブ

端末が無線 LAN のサービスエリア外へと移動していくため，図 5.21 中央の図に示すよう

に無線 LAN の無線環境が悪化したことが表示される．基地局における無線環境認識サ

ーバでは，RSSI値が設定したシステム切替閾値である －83 dBm を下回ったことを検知し，

基地局の無線システム切替スイッチにシステム切替を指示し，ネットワーク主導にてシステ

ム切替が実施されている． 

 今回の実験において，無線 LANの RSSI値が設定したシステム切替閾値以下になった

時，ネットワーク側において自動的に EVDO への切替を実施し，コグニティブ端末は

EVDOからパケットを受信するようになった．また図 5.21右側の図に示すように，選択して

いるシステムが EVDOに変更されたことも画面上で確認できた． 

 なお，システム切替の前後においても端末と通信相手との間の通信が途切れないことを

確認し，実装したプラットフォームを用いることにより，無線環境に応じたシステム切替が屋
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外環境においても動作可能であること，またユーザ (端末) はシステム切替を意識せずに

通信可能であることを実証した． 

 

5.3.4 高速システム切替動作 

 構築したプラットフォームが無線環境の変動に応じた高速なシステム切替に対応可能で

あるか確認するために，EVDO，WiMAX, 無線 LAN すべての無線システムでの通信が

可能なエリアに端末の位置を固定させ，各無線システムの受信信号強度に関わらず，無

線環境認識サーバから 100 msの周期でルーティングテーブルを更新し，システム切替を

強制的に指示した場合の動作を確認した．提案プラットフォームによるネットワーク主導の

システム切替はエリア内に収容されている全ユーザ分のルーティング情報を記載したルー

ティングテーブルの更新により行われるため，複数ユーザを扱う場合であってもその制御

動作は同一であるため，今回の実験ではそのうちの一人のユーザの動作に注目すること

とした．動作は端末の選択したシステムのログ情報を表示させて確認することとした．図 

5.22に実験結果を示す．実験の結果 100 msの一定間隔で周期的に無線システムが切り

替わっていること，またシステムが頻繁に切り替わった場合でも通信は途切れることがない

ことを確認し，無線状況の変化に応じた柔軟なシステム切替が実現可能であることを実証

した． 

 

図  5.22 高速システム切替の様子  (100 ms でのシステム切替時 )  

 

5.3.5 ネットワーク主導リソース制御の動作 

 ヘテロジニアスネットワークのネットワーク主導リソース制御における特徴である，リソース

利用率の平準化の観点でのロードバランス制御が，正しく動作するかどうかを確認するた 
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図  5.23 システム利用効率平準化実現に向けたリソース制御動作  

 

め，2 ユーザ分の端末を用意し，EVDO と無線 LAN が利用可能なエリアにおいて，ユー

ザ#1 が無線 LAN を用いた通信を行っている最中に，ユーザ#2 の電源を投入して無線

LANでの通信を開始した場合の動作を確認した．図 5.23にそれぞれの端末の様子を時

系列に示す． 

 図 5.23 に示す通り，当初無線 LAN を用いて通信を行っていたユーザ#1 の端末は，ユ

ーザ#2 の端末の通信が無線 LAN で開始されたことに伴い，システム間の利用効率の平

準化を図るべく，無線 LAN から EVDO にネットワーク主導で自動的にシステム切替が行

われることを確認し，異種システム間のロードバランスを含めてネットワーク側におけるリソ

ース制御が実環境においても正しく動作することを実証した． 

 

 

5.4 結言 
 

 本章では，第 3章及び第 4章で提案した無線環境認識技術と提案プラットフォーム及び

提案リソース制御技術の有効性を実証するため，まず商用の携帯電話システムに適用す

る場合の課題と解決に向けたアプローチを述べた．次にこのアプローチに基づき，商用ベ

ースの WiMAX と無線 LAN に加え，携帯電話システムの一つである EVDO を対象シス

テムとした実験機を構築し，実験局の免許を取得して実環境における動作を確認した．商

用サービスでは事業者毎に異なる IP アドレス体系をもつため，実験機では同一事業者が
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ヘテロジニアスネットワークを運用すると想定し，ヘテロジニアスネットワークで統一された

IP アドレス体系を採用した．屋外実験の結果，提案技術が商用をベースとしたシステム構

成の下，屋外環境においても正しく動作することが確認でき，提案技術がヘテロジニアス

ネットワークにおけるネットワーク側の統合制御を実現する上で有効であることを実証し

た． 
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第6章  
 

結論 
 

 

 

 

 

 本論文は，著者が大阪大学大学院工学研究科電気電子情報工学専攻在学中に行っ

たコグニティブ無線による異種無線システム統合制御に関する研究成果をまとめたもので

ある．以下に本研究で得られた成果を総括する． 

 

1. ヘテロジニアスネットワークに関するこれまでの研究として MIRAI アーキテクチャや

CWC，国際標準化として IEEE 1900.4を例に取り，ヘテロジニアスネットワークにおける

ネットワーク主導の統合制御の必要性を明確化した．またヘテロジニアスネットワークに

おいては伝送容量増大の実現に向けてネットワーク主導で各ユーザへの無線リソース

配分が必要であることを述べ，空間により異なる伝送容量を把握するための無線環境

認識，及び，システム間での無線リソースの利用効率の平準化に向けたリソース制御の，

二つの要素技術確立が課題であることを明確化した． 

 

2. ヘテロジニアスネットワークにおける伝送容量増大実現に向け，その要素技術の一つ

として，異種無線システムが導入されている空間における伝送容量把握のための無線

環境認識技術を提案した．提案技術は複数の無線通信システムの接続可能性と期待

される伝送容量を無線環境と規定し，コグニティブ無線の考え方に基づいて，基地局

あるいはアクセスポイント側で受信される端末からの受信信号強度による無線環境認

識を行うことを特徴とする．計算機シミュレーション及び WiMAX と無線 LAN で構成さ

れる基本実験機の屋内実験結果により，ネットワーク側のみで各空間における無線環

境の把握が可能であることを示し，提案技術の有効性を確認した． 
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3. ヘテロジニアスネットワークにおけるネットワーク主導の統合的制御を実現するためのリ

ソース制御方式及びプラットフォームを提案した．具体的には，ユーザのアプリケーショ

ンに応じたQoSクラスを考慮し，個々のユーザの通信品質向上と伝送容量増大の観点

に基づいてシステム間の利用効率の平準化を図るリソース制御方式を提案し，またこ

のリソース制御を実現するため，システム切替をユーザに意識させずにネットワーク層

でシステム切替を行う高速システム切替プラットフォームを構築した．計算機シミュレー

ション及び WiMAX と無線 LAN により構成される基本実験機の屋内実験結果により，

提案リソース制御によるロードバランスにより個々のユーザの通信品質向上とヘテロジ

ニアスネットワークの伝送容量を増大させることが可能であることを示し，提案リソース

制御方式の有効性を示した． 

 

4. 提案した無線環境認識技術とリソース制御技術の商用ネットワーク構成での動作検証

を目的とし，商用携帯電話システムのシステム及びネットワーク構成を踏襲し，これに

EVDO, WiMAX，無線 LANのアクセスポイントを実装した実伝搬路環境での評価のた

めの実験機を構築した．屋外実験の結果，提案技術が商用をベースとしたシステム構

成の下，実伝搬路環境でも有効に動作することが確認でき，提案技術がヘテロジニア

スネットワークにおけるネットワーク側の統合制御を実現する上で有効であることを実証

した． 

 

 上記に述べた研究成果により，本論文ではネットワークと端末が協調してヘテロジニアス

ネットワークの統合制御を実現する将来ビジョンの中でネットワーク側の制御に対象を絞り，

コグニティブ無線を活用した無線環境認識技術とネットワーク主導リソース制御技術の二

つをヘテロジニアスネットワークにおける伝送容量増大化のための要素技術として提案し，

その有効性を実証した． 

 今後ヘテロジニアスネットワークは，様々な無線システムや無線デバイスの誕生，及び，

社会生活への浸透に伴い，単にトラフィック量の増大や場所によるトラフィック偏在への対

応だけでなく，いつでも当たり前のように使える社会基盤としての役割を担い，ヘテロジニ

アスネットワークの安定性及び信頼性実現の観点からネットワーク主導の統合制御の必要

性はますます高まってくるはずである．本研究の成果がヘテロジニアスネットワークの統合

制御の実用化するための一助となることを祈念する． 
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